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我が国においては、少子化や人口減少が進行する中、児童虐待相談や不登校の件数が増

加の一途をたどるなど、こどもを取り巻く環境は、深刻な状況となっています。このよう

な状況を踏まえ、国としては、常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取

組や政策を講ずるため、令和５年４月にこども基本法を制定し、こども施策の基本理念や

基本事項を明らかにし、こども施策を社会全体で総合的に推進することとしています。 

本市としましても、これまで、家庭や地域における子育て支援の充実や仕事と子育ての

両立など、子育てしやすい環境整備に取り組んでまいりましたが、この度、第２期東かが

わ市子ども・子育て支援事業計画が満了するにあたり、「こども基本法」や「こども大綱」

の理念や方針に基づき、こども・若者、子育て支援に向けた総合的かつ一体的な施策の推

進を目指した、「東かがわ市にこにこプラン（東かがわ市こども計画）」を策定いたしまし

た。本計画では、「未来を担うすべてのこどもが 笑顔で健やかに育ち 主体的に生きるま

ち 東かがわ」を基本理念とし、３つの基本目標を掲げ、各施策に取り組んでまいります。 

計画の策定にあたりましてご審議いただきました市子ども・子育て会議委員の皆様をは

じめ、アンケート調査等にご協力いただきました市民の皆様、関係団体の皆様に深く感謝

申し上げます。 

 

令和７年３月 

東かがわ市長 上村 一郎 
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第１章 計画の概要 

 

１．計画策定の背景と趣旨 

 
 

（１）国のこども・子育てに関する動向 

近年の急速な少子高齢化・核家族化の進行に伴い、家庭では自助力の低下、地域ではコミュニティの希薄化による

互助力の低下や孤立した家庭の増加、社会では労働力人口の減少や社会保障負担の増加、ひいては社会経済の停滞な

どの課題が深刻な状況となっています。また、こども・若者や子育て家庭を取り巻く状況として、児童虐待、こども

の貧困、ヤングケアラー、不登校やいじめ、自殺、若者のひきこもりなどの問題の顕在化や子育てを担う保護者の孤

立感・不安感・負担感の増大なども問題になっています。 

そのような状況の中、国では、こどもと子育てをめぐるさまざまな問題に対応するため、市町村に諸計画の策定や

それに基づく取り組みを促してきました。「次世代育成支援対策推進法」（平成 15年）では、次世代育成支援対策の

実施に関する行動計画の策定が市町村に義務付けられました。また、「子ども・子育て支援法」を含む子ども・子育

て関連３法（平成 24年）では、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を総合的・計画的に提供することが市

町村の責務とされ、提供体制の確保を図るため、「子ども・子育て支援事業計画」を策定することとされました。さ

らには、「改正子どもの貧困対策推進法」（令和元年）では、子ども貧困対策の一層の推進を図るため、「子どもの貧

困対策計画」を策定することが市町村の努力義務とされました。 

その後、令和５年４月にはこども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として

「こども基本法」が施行され、こども・若者施策を総合的に推進すべく「市町村こども計画」を策定することが市町

村の努力義務とされました。同法では、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、すべてのこど

もが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を総合的に推進することを目

的としています。 

また、令和５年 12月に閣議決定された「こども大綱」では、従来の「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支

援推進大綱」、「子供の貧困対策に関する大綱」を１つに束ね、かつこども・若者施策に関する基本的な方針や重要事

項等を一元的に定めています。大綱では、「全てのこども・若者が、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した

個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権

利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることが

できる社会」を目指しています。 

さらに、令和６年４月に施行された「改正児童福祉法」では、児童等に対する家庭及び養育環境の支援を強化し、

児童の権利の擁護が図られた児童福祉施策を推進するため、要保護児童等への包括的かつ計画的な支援や、児童福祉

及び母子保健に関し包括的な支援を行うこども家庭センターの設置の努力義務化、訪問による家事支援、児童の居場

所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事業の新設等が示されました。また、令和６年６月に成立した「改

正子ども・子育て支援法」では、児童手当の抜本的な拡充、出産などの経済的負担軽減、「こども誰でも通園制度」

の創設、「産後ケア事業」の計画的な提供体制の整備などが盛り込まれています。 
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（２）本市のこども・子育てに関する政策 

本市では、子ども・子育て支援法に基づき、平成 27年３月に「東かがわ市子ども・子育て支援事業計画」（以下「第

１期計画」という。）を、令和２年３月に「第２期東かがわ市子ども・子育て支援事業計画」（以下「第２期計画」と

いう。）を策定し、『子育てをみんなで支えるまちづくり』を基本理念として、地域や社会が子育て世代に寄り添い、

喜びや生きがいを感じながら子育てができるよう、子育ての不安や負担を和らげることのできる支援を目指し、施策

を推進してきました。 

この度、第２期計画が令和６（2024）年度で計画期間が満了することから、社会環境の変化や本市のこども・若者

や子育て家庭を取り巻く状況、「第２期計画」の進捗状況等を踏まえ、「こども基本法」や「こども大綱」の理念や方

針に基づく、「東かがわ市にこにこプラン（東かがわ市こども計画）」を策定し、こども・若者、子育て支援に向けた

総合的かつ一体的な施策の推進を目指します。 

 

 

 

２．計画の位置づけ 

 
 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、こども基本法第９条のこども施策に関する大綱（こども大綱）を勘案し、同法第 10条第２項に基づい

た、本市のこども施策を総合的に推進するために具体的な方向や取り組む内容を定める計画であり、同法第 10条第

５項の規定により、各自治体が策定するこども施策に関する事項を定める計画と一体のものとして作成することがで

きることから、本市の計画は、こども大綱に関する事項に加え、こども施策に関する以下の個別計画を包含した計画

とします。 

▼本計画と一体的に策定するもの 

   

〇子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」 

〇次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援行動計画」 

〇こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「こどもの貧困対策推進計画」 

〇子ども・若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者計画」 

＜その他の関連施策＞ 

〇母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づくひとり親家庭等自立促進に関連する事項 

〇困難な問題を抱える女性への支援に関する法律に基づく困難な問題を抱える女性への支援のための施策の

実施に関する事項 

○成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針に基づく母子保健に関する事項 
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（２）上位計画・関連計画との関係 

本計画の策定にあたっては、上位計画である「東かがわ市基本構想」が掲げる理念や将来像をもとに、本市の保健・

福祉関連の計画や教育関連の計画の内容とも重なることから、下記に示す各個別計画とも連携し、整合を図ります。 

 

▼計画策定にあたり連携・整合が必要な関連計画・法令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東かがわ市基本構想（令和６年度〜令和15年度） 

整合 

こども基本法 

子ども・子育て支援法 

次世代育成支援対策推進法 

こどもの貧困の解消に向けた対策の
推進に関する法律 

子ども・若者育成支援推進法 

母子及び父子並びに寡婦福祉法 

困難な問題を抱える女性への支援に
関する法律 

成育医療等の提供に関する施策の総
合的な推進に関する基本的な方針 

国 東かがわ市 

東かがわ市にこにこプラン 
（東かがわ市こども計画） 

 
子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 

こどもの貧困の解消に向けた対策計画 

子ども・若者育成支援計画 

 

連携 

関連計画 
 

東かがわ市地域福祉計画（絆プラン） 

東かがわ市健康づくり計画・食育推進計画・ 

自殺対策計画（笑顔はつらつヘルスプラン） 

東かがわ市高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画（いきいきふれあいプラン） 

東かがわ市障がい者計画・障害福祉計画 

（東かがわ りっぷプラン） 

東かがわ市教育の大綱 

東かがわ市読書活動推進計画 

東かがわ市男女共同参画基本計画 

東かがわ市人権教育・啓発に関する基本計画 

整合 

整合 

県 

香川県健やか子ども支援計画 

整合 
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３．計画の期間と対象 

 
 

（１）計画の期間 

本計画の期間は、令和７（2025）年度から令和11（2029）年度までの５か年とします。なお、計画の進捗状況や社

会情勢の変化等を踏まえ、中間年次となる令和９（2027）年度に見直しを行うものとします。 
 

令和２ 
(202０) 
年度 

令和３ 
(2021) 
年度 

令和4 
(2022) 
年度 

令和５ 
(2023) 
年度 

令和6 
(2024) 
年度 

令和7 
(2025) 
年度 

令和8 
(2026) 
年度 

令和9 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

     

 

    

 
 

（２）計画の対象 

本計画の対象は、こども・若者及び子育て家庭（妊娠・出産期を含む）とします。 

なお、「こども」は概ね 18歳までの者、「若者」は思春期・青年期の年齢に当たる者、両者を合わせて指す場合は

「こども・若者」という呼称を用います。（「こども」と「若者」は一部重複します。） 
 

▼こども・若者に関する様々な呼称と年齢区分（参考） 

呼称【根拠法令等】 年齢区分の定義 

こども【こども基本法】 心身の発達の過程にある者 

子ども【子ども・子育て支援法】 18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者 

若者【こども大綱】 

思春期、青年期 

※思春期・・中学生年代から概ね18歳まで 

※青年期・・概ね18歳以降から概ね30歳未満 

（施策によっては、40歳未満までのポスト青年期も含む） 
 

▼本計画における「こども」表記について 

   

こども基本法の基本理念において、全てのこどもについて、その健やかな成長が図られる権利が等しく保障

されること等が定められており、その期間を一定の年齢で画することのないよう「こども」表記がされているた

め、本計画においては、特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」を用いることとします。 

※特別な場合とは、例えば、法令に根拠がある語を用いる場合、固有名詞を用いる場合、他の語との関係で「こど

も」表記以外の語を用いる必要がある場合 等 

東かがわ市にこにこプラン 

（東かがわ市こども計画） 
 

子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 

こどもの貧困の解消に向けた対策計画 

子ども・若者育成支援計画 

東かがわ市にこにこプラン 

（第２期子ども・子育て支援事業計画） 
 

（第４期次世代育成支援行動計画） 
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４．計画の策定体制 

 
 

（１）東かがわ市子ども・子育て会議における審議 

本計画の策定にあたっては、検討機関として子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者、子ども・子育て支援

に関する事業に従事する者、こどもの保護者等からなる「東かがわ市子ども・子育て会議」を開催して、本市におけ

る子ども・子育て支援のあり方について審議し、その意見を踏まえて策定しました。 

 

（２）各種調査の実施 

①子ども・子育て支援に関するアンケート調査（保護者調査） 

本計画の策定にあたり、子育て状況や子育てに関する意見等を把握し、策定の基礎資料とする目的で、就学前児

童と小学生・中学生の保護者を対象にアンケート調査を実施しました。 
 

調 査 対 象 市内に在住する就学前児童（０～５歳）、小学５～６年生、中学２年生の保護者 

調 査 実 施 期 間 令和６年５月８日～令和６年５月３１日 

調 査 方 法 認定こども園・学校を通じての配布回収（一部郵送による配布回収）またはＷＥＢ回答 

調 査 数 １，０２４（就学前児童５０３／小学生３３４／中学生１８７） 

回 収 数 ７１０（就学前児童３７７／小学生２０６／中学生１２７） 

回 収 率 ６９．３％ 

 

②子どもの意識と生活に関するアンケート調査（児童・生徒調査） 

本計画の策定にあたり、こどもの学校や家での生活の様子、将来についての考えや意見等を把握し、策定の基礎

資料とする目的で、市内在住の小学生・中学生及び市内の高校に通う高校生を対象にアンケート調査を実施しまし

た。 
 

調 査 対 象 
市内に在住する小学５～６年生、中学２年生の児童・生徒 

市内の高校に通う高校２年生の生徒 

調 査 実 施 期 間 令和６年５月８日～令和６年５月３１日 

調 査 方 法 学校を通じての配布回収またはＷＥＢ回答 

調 査 数 ６２０（小学生３３４／中学生１８７／高校生９９） 

回 収 数 ３９９（小学生２１２／中学生１２４／高校生６３） 

回 収 率 ６４．４％ 

 

（３）計画に対する意見聴取 

令和６年１２月２６日から令和７年１月１７日の期間において、東かがわ市ホームページ等で計画案に対するパブ

リックコメントを実施して、市民の皆様からの意見を聴取し計画策定に反映しています。 
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５．ＳＤＧｓへの取り組み 

 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、平成27（2015）年９月の国連サミットで、国連加盟国193か国

すべての国の合意により採択されたもので、2030 年までに持続可能でより良い世界を目指すため、貧困撲滅、自然

環境、経済成長、不平等の解消などの17の目標（ゴール）と、169の具体的な活動（ターゲット）により構成されて

います。  

ＳＤＧｓは、先進国・途上国共通の目標であり、「誰一人取り残さない」という理念の下、すべての国において、

行政、企業、教育機関などのあらゆるステークホルダー（関係者）が役割を重視し、経済、社会、環境をめぐる課題

に総合的に取り組むこととして合意された普遍的なものであり、国としても積極的に取り組んでいます。 

本市では、本計画に掲げる取り組みや事業を進めるに当たり、ＳＤＧｓの理念や関連する以下の開発目標を意識し

て、その達成に貢献していきます。 

 

▼ＳＤＧｓの17の目標（ゴール） 

 

▼本計画と関連する目標（ゴール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

貧困をなくそう 飢餓をゼロに 
すべての人に 

健康と福祉を 

質の高い教育を 

みんなに 

ジェンダー平等を 

実現しよう 

働きがいも 

経済成長も 

人や国の不平等を 

なくそう 

住み続けられる 

まちづくりを 

平和と公正を 

すべての人に 

パートナーシップで 

目標を達成しよう 
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第２章 東かがわ市のこどもを取り巻く状況 

 

１．東かがわ市の状況 

 
 

（１）人口構成（人口ピラミッド） 

本市の性別・年齢５歳区分別の人口構成をみると、男女とも65歳以上の高齢層が多い一方で、30歳未満の若年層

が少なくなっています。特に10歳未満の人口が少なく、少子高齢化は今後ますます進展するものと考えられます。 

 

▼性別・年齢５歳区分別の人口構成 

 

資料：住民基本台帳（令和６年３月末時点） 
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４０～４４歳

３５～３９歳

３０～３４歳

２５～２９歳

２０～２４歳

１５～１９歳

１０～１４歳

５～９歳

０～４歳

総数
27,693人
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548
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836
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1,202
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05001,0001,5002,000
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1,818

0 500 1,000 1,500 2,000
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（２）人口の推移 

本市の人口の推移をみると、総人口は平成 12 年の 37,760 人から減少が続いています。内訳をみると、０～14 歳

の人口が減少傾向にある一方、65歳以上の人口は増加傾向であり、少子高齢化が進んでいるといえます。 

 

▼総人口・年齢３区分別人口と０～18歳人口の割合の推移 

 
資料：国勢調査（※平成12年（2000年）は旧引田町、旧白鳥町、旧大内町の合計） 

（３）こどもの人口の推移と推計 

本市の０～５歳の人口の推移をみると、減少傾向にあり、令和７年以降も大幅な減少が続くと見込まれます。 

 

▼就学前児童（０～５歳）人口の推移と推計 

 
資料：住民基本台帳人口（令和２年～令和６年）、各年３月末時点 

  コーホート変化率法による東かがわ市推計（令和７年～令和11年） 

9,582 10,551 11,390 12,244 11,990 

23,500 21,174 18,563 15,752 13,640 

4,672 
4,198 

3,580 
2,983 

2,467 

37,760 
35,929 

33,625 
31,031 

28,279 

16.7 

15.2 
13.9 

13.0 
11.8 

0
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25

0

15,000

30,000

45,000

平成12年
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0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～18歳人口比率（人） （%）

104 117 103 92 75 82 77 75 71 69 
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155 135 114 118 106 98 78 85 80 78 

163 
161 

138 
116 

121 108 100 80 87 82 

165 
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162 
139 

116 
121 

108 100 80 87 

162 
162 

161 
160 

138 
115 

120 
107 99 79 

884 
846 
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729 

654 
602 

568 
527 

495 469 

0
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400
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コーホート変化率法推計住民基本台帳人口
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本市の６～11歳の人口の推移をみると、減少傾向にあり、令和７年以降も減少が続くと見込まれます。 

 

▼就学児童（６～11歳）人口の推移と推計 

 
資料：住民基本台帳人口（令和２年～令和６年）、各年３月末時点 

  コーホート変化率法による東かがわ市推計（令和７年～令和11年） 

 

 

本市の 12～17歳の人口の推移をみると、減少傾向にあり、令和７年以降も緩やかな減少傾向が続くと見込まれま

す。 

 

▼中高生年代（12～17歳）人口の推移と推計 

 
資料：住民基本台帳人口（令和２年～令和６年）、各年３月末時点 

  コーホート変化率法による東かがわ市推計（令和７年～令和11年）   

145 160 166 160 161 140 117 122 109 101 

194 144 162 164 156 159 138 115 120 107 

170 194 143 161 165 155 
158 137 114 119 

188 169 194 143 162 166 
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161 188 170 197 143 163 
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コーホート変化率法推計住民基本台帳人口
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（４）女性人口の推移と推計 

本市の 15～49歳の女性人口の推移をみると、減少傾向にあり、令和７年以降も出産が可能と考えられる女性の将

来人口は減少傾向となり、出生数にも影響することが予測されます。 

 

▼女性（15～49歳）人口の推移と推計 

 
資料：住民基本台帳人口（令和２年～令和６年）、各年３月末時点 

  コーホート変化率法による東かがわ市推計（令和７年～令和11年） 

 

（５）出生数の推移 

本市の出生数の推移をみると、平成 30年は 152人でしたが、令和元年は 102人と大きく減少し、令和 2年は増加

しましたが、その後、減少傾向にあり、令和５年では84人となっています。 

 

▼出生数の推移 

 
資料：東かがわ市こども家庭課 
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（６）合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、1.38 となっており、全国の 1.33 より上回っていますが、香川県の 1.50 より下回って

います。 

 

▼合計特殊出生率の（全国・県・市町との比較） 

 
資料：人口動態統計特殊報告（厚生労働省、H30～R4の平均値） 

 

（７）母親の年齢別出生割合の推移 

本市の母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移をみると、平成30年に比べて令和４年では25～29歳の割合が増

加し、20～24歳の割合が減少しています。また、令和４年の香川県や全国の割合と比較すると、30歳未満の出産割

合が香川県や全国より高くなっています。 

 

▼母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移 

 
資料：東かがわ市こども家庭課 
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（８）未婚率の推移 

本市の年齢別未婚率の推移をみると、男女とも25～39歳の未婚率は平成12年以降、増加傾向にあり、男女とも晩

婚化の進行がうかがえます。 

 

▼男性の年齢別（25～39歳）未婚率の推移     ▼女性の年齢別（25～39歳）未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（※平成12年（2000年）は旧引田町、旧白鳥町、旧大内町の合計） 

 

 

本市の生涯（50歳時）未婚率の推移をみると、男女とも平成12年以降、増加傾向にあります。 

男性の生涯未婚率は、平成 12年は 11.3％でしたが、令和２年では 28.2％と 16.9ポイント増加しており、全国の

男性の生涯未婚率を3.8ポイント上回っています。 

一方、女性の生涯未婚率は、平成12年は4.2％でしたが、令和２年では17.6％と13.4ポイント増加しており、全

国の女性の生涯未婚率を1.8ポイント上回っています。 

 

▼男性の生涯（50歳時）未婚率の推移       ▼女性の生涯（50歳時）未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（※平成12年（2000年）は旧引田町、旧白鳥町、旧大内町の合計） 
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（９）女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率の推移をみると、各年いずれも30～34歳でＭ字カーブの底となっており、平成12

（2000）年では67.8％、平成22（2010）年では 73.9％、令和２（2020）年では79.4％となっています。 

また、令和２年の女性の年齢別就業率を全国と香川県と比較すると、ほとんどの年齢階層で全国、香川県より就

業率が高くなっています。 

 

▼女性の年齢別就業率の推移（経年比較） 

 
資料：国勢調査（※平成12年（2000年）は旧引田町、旧白鳥町、旧大内町の合計） 

▼令和２（2020）年の女性の年齢別就業率（全国・県との比較） 

 
資料：国勢調査（※平成12年（2000年）は旧引田町、旧白鳥町、旧大内町の合計） 
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（10）就学前のこどもの状況 

本市には市立の認定こども園が３か所と私立の認定こども園が３か所あります。令和６年６月１日現在の入園園児

数は、大内こども園122名、丹生こども園70名、引田こども園 98名、東かがわこどもアカデミー108名、けいあい

こども園119名、認定しろとりこども園60名となっています。 

 

▼認定こども園の概要 

区分 名称 所在地 定員数 
入園 

園児数 

受け入 

れ年齢 

延長 

保育 

一時 

預かり 

土曜 

午後 

休日 

保育 

市立 

大内こども園 中筋367番地1 180 122 0-5歳 ◯ ◯ ◯ － 

丹生こども園 町田182番地1 100 70 0-5歳 ◯ － ◯ － 

引田こども園 引田545番地6 150 98 0-5歳 ◯ ◯ ◯ － 

私立 

東かがわこどもアカデミー 三本松1405番地 135 108 0-5歳 ◯ ◯ ◯ － 

けいあいこども園 白鳥647番地1 125 119 0-5歳 ◯ ◯ ◯ ◯ 

認定しろとりこども園 松原555番地 75 60 0-5歳 ◯ － ◯ － 

資料：東かがわ市教育委員会保育教育課（令和６年６月１日時点） 

 

 

本市の０歳児人口と保育施設利用者は、令和３年に増加し、その後、減少傾向であり、令和６年は０歳児人口が75

人、保育施設利用者は16人となっています。また、待機児童はおりません。 

 

▼０歳児の保育施設利用者の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会保育教育課（各年４月１日時点）、 

住民基本台帳（各年３月末時点）            
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本市の１～２歳児人口と保育施設利用者は、減少傾向にあり、令和６年では１～２歳児人口が 204人、保育施設利

用者が 164人となっています。また、待機児童はおりません。 

 

▼１～２歳児の保育施設利用者の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会保育教育課（各年４月１日時点）、 

住民基本台帳（各年３月末時点）            

 

 

本市の３～５歳児人口と保育施設及び幼稚園利用者は、令和２年に増加し、その後、減少傾向であり、令和６年は

３～５歳児人口が 375人、保育施設等入所児童数は 343人、幼稚園等在園者数は 34人となっています。また、待機

児童はおりません。 

 

▼３～５歳児の保育施設及び幼稚園利用者の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会保育教育課（各年４月１日時点）、 

住民基本台帳（各年３月末時点）            
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（11）小・中学校のこどもの状況 

本市には令和６年４月現在、小学校と中学校が３校ずつあり、小学生児童989人、中学生生徒は520人となってい

ます。 

 

▼小・中学校の概要 

区分 名称 所在地 学級数 
児童・生徒数 

（人） 

小学校 市立 

引田小学校 引田545番地1 12  223 

白鳥小学校 白鳥757番地1 16 294 

大内小学校 西村1510番地 24 472  

中学校 市立 

引田中学校 引田545番地1 7  107 

白鳥中学校 白鳥757番地1 9 167 

大川中学校 西村1510番地 11  246  

資料：東かがわ市教育委員会教育総務課（令和６年４月１日時点） 

 

 

本市の７～12歳人口・13～15歳人口及び小・中学校の児童数・生徒数は、いずれも令和元年より減少傾向にあり

ます。 

 

▼７～15歳までの人口と小学校・中学校の児童数・生徒数の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会教育総務課（各年４月１日時点）、 

住民基本台帳（各年３月末時点）            
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本市の放課後児童クラブの登録児童数は、小学校児童数は減少傾向である一方で、放課後児童クラブの登録児童数

は令和３年以降で増加傾向となっています。 

 

▼放課後児童クラブの登録児童数の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会保育教育課（各年５月１日時点） 

 

（12）児童虐待の状況 

18歳未満のこどもとその家庭に関する相談件数は、令和元年度が 63件、令和５年度では105件と増加傾向となっ

ています。 

また、相談件数のうち、虐待対応件数（児童虐待ケースとして支援を行った件数）は、令和元年度が 39件、令和

５年度では55件と増加傾向となっています。 

 

▼相談件数及び虐待対応件数の推移 

 
資料：福祉行政報告例  東かがわ市こども家庭課（各年度末時点） 
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（13）困難を抱えやすい家庭の状況 

本市の 20歳未満のこどもがいるひとり親世帯数は、令和２年では 147世帯となっており、そのうち大半を母子世

帯で占めています。 

▼ひとり親世帯数※の推移 

 
※20歳未満のこどもがいる世帯                          資料：国勢調査 

 

児童扶養手当受給者数は、令和元年度の183人から令和５年度には144人と減少しています。 

▼児童扶養手当受給者数の推移 

 
資料：福祉行政報告例 東かがわ市こども家庭課（各年度末時点） 

 

本市の等価世帯収入の中央値の２分の１（145.34万円）未満の世帯の割合は、小学５年生保護者が 20.7％、中学

２年生保護者が 10.0％、高校２年生保護者が 16.7％となっており、東かがわ市全体では 16.4％、香川県全体では

9.6％となっています。 

▼等価世帯収入 

 
資料：香川県子どもの生活状況調査 結果報告 

  

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和２年

(2020年)

ひとり親世帯数（合計） 190 179 147

母子世帯数 165(86.8％) 163（91.1％） 134(91.2％)

父子世帯数 25(13.1％) 16(8.9％) 13(8.8％)
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（14）母子保健の状況 

妊娠の届出者数は、令和元年度の117人から令和５年度には87人と減少しています。 

 

▼妊娠の届出者数の推移 

 

 

資料：東かがわ市こども家庭課 

 

こどもの健診受診率は 90％を超える高い受診率で推移しています。妊婦健診の一人当たり平均利用枚数は、令和

５年度では11.1枚となっています。 

 

▼一般健康診査受診率の推移 

 
令和元年度 

(2019年度) 

年度 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

４か月児 
受診者数／対象者数（人） 98/101 115/121 113/118 85/91 88/90 

受診率（％） 97.0 95.0 95.8 93.4 97.8 

11か月児 
受診者数／対象者数（人） 131/137 98/107 117/120 104/104 90/96 

受診率（％） 95.6 91.6 97.5 100.0 93.8 

１歳 

６か月児 

受診者数／対象者数（人） 172/175 108/105 106/114 125/124 87/88 

受診率（％） 98.3 102.9 93.0 100.8 98.9 

３歳児 
受診者数／対象者数（人） 147/152 168/169 160/162 108/110 105/107 

受診率（％） 96.7 99.4 98.8 98.2 98.1 

妊婦 
延べ受診者数（人） 1,310 1,427 1,179 1,157 999 

一人当たり平均利用枚数(枚) 12.1 12.5 13.2 11.9 11.1 

資料：東かがわ市こども家庭課 
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（15）いじめ・不登校の状況 

いじめの認知（発生）件数は、小学生は増減を繰り返しながらも令和５年度には29件と前年より減少しています。

また、中学生は横ばい傾向が見られますが、令和５年度には18件と前年より増加しています。 

 

▼小中学校におけるいじめの認知（発生）件数の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会教育総務課 

 

 

不登校児童・生徒の件数は、小学校では令和元年度の12件から令和５年度は30件に増加しており、中学校では令

和元年度の24件から令和５年度は 40件に増加しています。 

 

▼小中学校における不登校児童・生徒の件数の推移 

 
資料：東かがわ市教育委員会教育総務課 
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２．アンケート調査結果 

 
 

ここでは、令和６年度に実施した東かがわ市子ども・子育て支援に関するアンケート・子どもの意識と生活に関す

るアンケート調査結果報告書から、本市における現状・課題の分析において特に関係の深い調査結果を掲載していま

す。 

 

（１）子ども・子育て支援に関するアンケート調査（保護者調査）の結果 

 

すべての年代で「父母ともに」が最も多く、就学前児童の保護者は 60.4％、小学生の保護者は 50.7％、中学生の

保護者は51.5％となっています。 

 

 

 

すべての年代で「いる/ある」の割合が９割以上と最も多く、就学前児童の保護者は 96.3％、小学生の保護者は

91.3％、中学生の保護者は93.8％となっています。 
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すべての年代で「配偶者（パートナー）」が最も多く、就学前児童の保護者は 81.4％、小学生の保護者は 74.6％、

中学生の保護者は72.1％となっています。 

次いで、就学前児童の保護者では「自分または配偶者の親」が69.6％、小学生の保護者、中学生の保護者では「友

人や知人、近所の人」がそれぞれ56.6％、65.6％と続いています。 
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母親の就労状況について、すべての年代で「フルタイム」がそれぞれ最も多く、就学前児童の保護者は49.6％、小

学生の保護者は50.2％、中学生の保護者は58.5％となっています。 

「フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休暇中」である就学前児童の保護者は9.5％、小学生の保護者

は0.5％となっています。 

父親の就労状況について、すべての年代で「フルタイム」が最も多く、８割以上と大半を占めています。 

 

▼母親の就労状況 

 
 

▼父親の就労状況 
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「認定こども園」が 95.8％と最も多く、次いで「ファミリー・サポート・センター」が 6.9％、「事業所内保育施

設」が 5.8％、「居宅訪問型保育」が 2.4％となっています。 

 

 

 

 

「利用している」が9.8％、「利用していない」が89.4％となっています。 

また、今後の利用希望を尋ねたところ、「利用していないが、今後利用したい」は 18.7％、「すでに利用している

が、今後は利用日数を増やしたい」は4.0％となっており、新たに利用、または利用日数を増やして利用したいと考

えている人は、全体の22.7％を占めています。 

 

▼利用状況               ▼今後の利用希望 

 

  

95.8

6.9

5.8

2.4

1.1

0.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定こども園

ファミリー・サポート・センター

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

認可外保育施設

その他

無回答

（n=379）

利用している

9.8%

利用して

いない

89.4%

無回答

0.8%

（n=379）

⑤定期的に利用したい教育・保育事業（就学前児童の保護者） 

⑥地域子育て支援拠点事業の利用状況と今後の利用希望（就学前児童の保護者） 

利用していない

が、今後利用

したい

18.7%

すでに利用して

いるが、今後は

利用日数を増や

したい

4.0%

新たに利用した

り、利用日数を

増やしたいとは

思わない

73.9%

無回答

3.4%

（n=379）
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土曜日の利用希望は、「月に 1～２回利用したい」が32.7％、「ほぼ毎週利用したい」が14.5％を占め、ほぼ毎週、

または月に１～２回利用したい人は全体の47.2％を占めています。 

日曜日・祝日の利用希望は、「月に 1～２回利用したい」が 15.0％、「ほぼ毎週利用したい」2.9％を占め、ほぼ毎

週、または月に１～２回利用したい人は全体の17.9％を占めています。 

夏休みなど長期休暇中の利用希望は、「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」が34.8％、「休みの期間中、週に数日

利用したい」が 19.1％となっており、長期休暇期間中、毎日、または週に数日利用したい人は、全体の 53.9％と半

数を占めています。 

 

▼土曜日の利用希望                ▼日曜日・祝日の利用希望 

 

▼夏休みなど長期休暇中の利用希望 

 

 

  

利用する必要

はない

51.2%

ほぼ毎週

利用したい

14.5%

月に１～２回

は利用したい

32.7%

無回答

1.6%

（n=379）

利用する必要

はない

46.1%休みの期間

中、ほぼ毎日

利用したい

34.8%

休みの期間

中、週に数日

利用したい

19.1%

（n=115）

⑦土曜日や日曜日・祝日、長期休暇中の教育・保育事業の利用希望（就学前児童の保護者） 

利用する必要

はない

76.3%

ほぼ毎週

利用したい

2.9%

月に１～２回

は利用したい

15.0%

無回答

5.8%

（n=379）
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「できれば病児のための事業等を利用したい」の割合は、就学前児童の保護者が30.3％、小学生の保護者が16.7％、

「利用したいとは思わない」の割合は、就学前児童の保護者が68.9％、小学生の保護者が82.2％となっています。 

 

 

 

私用、親の通院、不定期の就労等の目的での一時預かりなどの事業の利用希望について、「利用したい」の割合が、

就学前児童の保護者は29.8％、小学生の保護者は13.0％、「利用する必要はない」の割合が、就学前児童の保護者は

68.6％、小学生の保護者は85.5％となっています。 

また、希望する事業形態について、「大規模施設で子どもを保育する事業（例：こども園等）」が 86.7％と最も多

く、その割合は突出しています。 

▼一時預かりなど事業の利用希望 

 
 

▼利用したい事業の希望形態（就学前児童の保護者） 

  

30.3 

16.7 

68.9 

82.2 

0.8 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=254）

小学生（n=90）

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

29.8 

13.0 

68.6 

85.5 

1.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=379）

小学生（n=207）

利用したい 利用する必要がない 無回答

86.7

40.7

25.7

2.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模施設で子どもを保育

する事業（例：こども園等）

小規模施設で子どもを保育する事業

（例：地域子育て支援センター等）

地域住民等が子育て家庭等の近くの場所で

保育する事業（ファミリー・サポート・センター等）

その他

無回答

（n=113）

⑧病児・病後児保育施設等の利用希望（就学前児童・小学生の保護者） 

⑨一時預かりなど事業の利用希望と希望形態（就学前児童・小学生の保護者） 
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母親の育児休業の取得状況について、「取得した（取得中である）」が66.5％、「取得していない（取得する予定が

ない）」が8.2％となっています。取得したと回答した方に取得日数をたずねると、「12ヵ月～18ヵ月未満」が44.8％

と多くなっています。 

父親の育児休業の取得状況について、「取得した（取得中である）」が10.8％、「取得していない（取得する予定が

ない）」が80.7％となっています。取得したと回答した方に取得日数をたずねると、「５日～２週間未満」、「１ヵ月～

３ヵ月」がともに29.3％と、多くなっています。 

 

▼母親の育児休業の取得状況             ▼父親の育児休業の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼母親の育児休業取得日数               ▼父親の育児休業取得日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑩育児休業の取得状況（就学前児童の保護者） 

取得した（取

得中である）

66.5%

取得していな

い（取得する

予定がない）

8.2%

働いていな

かった

24.8%

無回答

0.5%

（n=379）

取得した（取

得中である）

10.8%

取得していな

い（取得する

予定がない）

80.7%

働いていな

かった

1.3%

無回答

7.1%

（n=379）

0.0

0.0

0.0

3.6

1.6

7.1

15.9

44.8

4.0

9.1

13.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

５日未満

５日～２週間未満

２週間～1ヵ月未満

1ヵ月～3ヵ月未満

3ヵ月～6ヵ月未満

6ヵ月～9ヵ月未満

9ヵ月～12ヵ月未満

12ヵ月～18ヵ月未満

18ヵ月～24ヵ月未満

24ヵ月以上

無回答

（n=252）

2.4

29.3

12.2

29.3

12.2

2.4

2.4

0.0

0.0

0.0

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

５日未満

５日～２週間未満

２週間～1ヵ月未満

1ヵ月～3ヵ月未満

3ヵ月～6ヵ月未満

6ヵ月～9ヵ月未満

9ヵ月～12ヵ月未満

12ヵ月～18ヵ月未満

18ヵ月～24ヵ月未満

24ヵ月以上

無回答

（n=41）
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「子どもが病気やけがの時に、休暇が取りやすい職場環境をつくる」が 89.2％と最も多く、次いで「出産、子育て

期には柔軟に対応できる就業時間の運用を行う」が 60.9％、「育児休業制度が取得しやすい職場環境・雰囲気づくり

を行う」が55.7％、「育児休業中の経済的な支援を行う」が54.6％となっています。 

 

 

  

89.2

60.9

55.7

54.6

46.2

45.6

39.6

32.7

28.0

25.3

1.8

2.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもが病気やけがの時に、休暇が

取りやすい職場環境をつくる

出産・子育て期には柔軟に対応

できる就業時間の運用を行う

育児休業制度が取得しやすい

職場環境・雰囲気づくりを行う

育児休業中の経済的な支援を行う

フレックスタイム制、自宅での

就労等、多様な働き方を認める

完全週休二日制の定着や

労働時間の短縮を行う

育児休業制度をさらに充実させる

出産や育児による退職後の

再雇用制度、再就職支援を充実させる

若い世代が正規職員等、

安定した職に就けるようにする

事業所内に保育施設等をつくる

など仕事と子育ての両立を支援する

その他

特にない

無回答

（n=379）

⑪仕事と子育てを両立するために職場に期待すること（就学前児童の保護者） 
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「利用したい」が51.7％、「利用したいと思わない」が40.0％となっています。 

また、利用したい理由を尋ねたところ、「子どもを集団に慣れさせることができる」が80.6％で最も多く、次いで

「自分のための時間を過ごすことができる」が64.5％、「子育てに対する孤立感、不安感を解消できる」が40.3％と

なっています。 

▼「こども誰でも通園制度」の利用希望 

 

▼「こども誰でも通園制度」を利用したい理由 

 

  

利用したい

51.7%
利用したいと

思わない

40.0%

無回答

8.3%

（n=120）

80.6

64.5

40.3

38.7

3.2

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもを集団に慣れさせることができる

自分のための時間を過ごすことができる

子育てに対する孤立感、不安感を解消できる

専門的な理解を持つ人と関わることができる

その他

無回答

（n=62）

⑫「こども誰でも通園制度」の利用希望と利用したい理由（０～２歳のこどものいる就学前児童の保護者） 
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子育ては「楽しい」と「やや楽しい」を合わせた【楽しい】の割合は、就学前児童の保護者は 97.3％、小学生の保

護者は 91.8％、中学生の保護者は93.9％といずれも９割を超えています。 

 

 

 

 

「十分である」と「まあ十分である」を合わせた【十分である】の割合は、就学前児童の保護者は69.4％、小学生

の保護者は60.4％、中学生の保護者は70.8％となっています。 

 

 

  

68.3 

52.2 

56.2 

29.0 

39.6 

37.7 

2.1 

5.3 

3.8 

0.3 

1.0 

0.3 

1.9 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

楽しい やや楽しい あまり楽しくない 楽しくない 無回答

9.5

6.8

7.7

59.9

53.6

63.1

22.2

31.9

19.2

6.1

6.8

7.7

2.4

1.0 

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

十分である まあ十分である やや不十分である 不十分である 無回答

⑬子育ては楽しいか 

⑭市の子育て情報の充足度 
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就学前児童の保護者は「子どもの病気や発育・発達」が 42.5％と最も多く、小学生の保護者、中学生の保護者は

「子どもの将来（勉強や進学のこと）」が最も多く、56.5％、64.6％となっています。 

 

 

  

42.5

40.1

34.6

28.5

35.9

24.5

1.3

14.8

1.8

29.0

23.2

37.7

21.7

56.5

34.8

1.9

13.0

2.9

16.2

18.5

28.5

20.0

64.6

27.7

2.3

10.8

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子どもの病気や発育・発達

子どもの食事や栄養

子どもの健康（心身）

子どもの日常の行動

子どもの将来（勉強や進学のこと）

子どもの友人関係

その他

特にない

無回答

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

⑮子育てに関して、子どものことで悩んでいることや気になること 
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いずれも「経済的な不安・負担が大きい」が最も多く、就学前児童の保護者は35.4％、小学生の保護者は34.8％、

中学生の保護者は39.2％となっています。 

 

  

16.1

24.0

5.5

5.5

9.5

23.2

1.8

9.2

33.0

35.4

1.8

25.3

3.2

10.6

24.6

6.3

8.2

10.6

18.8

2.9

8.7

27.5

34.8

0.5

21.3

3.4

13.8

19.2

1.5

7.7

10.8

8.5

2.3

5.4

20.0

39.2

0.8

23.8

3.1

0% 20% 40%

子どもとの接し方に自信が持てない

子どもと過ごす時間が十分取れない

子育ての方法がよくわからない

子育てに関して配偶者と意見が合わない

子育てに関して配偶者の協力が少ない

子育てによる心身の疲れが大きい

子育てに関して相談相手がいない

周りの見る目が気になる

自分の時間が十分取れない

経済的な不安・負担が大きい

その他

特にない

無回答

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

⑯子育てに関して、保護者自身のことで悩んでいることや気になること 
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「東かがわ市こども家庭センター」では「知っている」の割合が、就学前児童の保護者は55.1％、小学生の保護者

は42.5％、中学生の保護者は51.5％となっています。 

「児童家庭支援センターけいあい」では「知っている」の割合が、就学前児童の保護者は63.9％、小学生の保護者

は74.4％、中学生の保護者は80.0％とすべて６割を超えています。 

「香川県子ども女性相談センター」では「知っている」の割合が、就学前児童の保護者は31.4％、小学生の保護者

は33.3％、中学生の保護者は36.2％となっています。 

「親子のためのLINE」では「知っている」の割合が、就学前児童の保護者は9.5％、小学生の保護者は9.2％、中

学生の保護者は10.8％となっています。 

 

 

  

就学前 379 人

小学生 207 人

中学生 130 人

就学前 379 人

小学生 207 人

中学生 130 人

就学前 379 人

小学生 207 人

中学生 130 人

就学前 379 人

小学生 207 人

中学生 130 人

グラフ単位：（％） 回答数

親子のための相談LINE

東かがわ市こども家庭センター

児童家庭支援センターけいあい

香川県子ども女性相談センター

55.1 

42.5 

51.5 

63.9 

74.4 

80.0 

31.4 

33.3 

36.2 

9.5 

9.2 

10.8 

43.5 

54.1 

46.9 

34.6 

21.7 

17.7 

66.2 

63.3 

61.5 

87.9 

87.0 

86.9 

1.3 

3.4 

1.5 

1.6 

3.9 

2.3 

2.4 

3.4 

2.3 

2.6 

3.9 

2.3 

0% 50% 100%

知っている 知らない 無回答

⑰市や県にある子ども・子育てに関する相談先の認知度 
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理想とする子どもの人数は、就学前児童及び小学生、中学生の保護者のいずれも「３人」の割合が高く、現実的に

子育て可能な子どもの人数は「２人」の割合が高く、理想と現実にギャップがあることがうかがえます。 

 

【就学前児童の保護者】 

 
 

【小学生の保護者】 

 
 

【中学生の保護者】 

 
 

 

 

 

  

3.4

17.7

37.2

53.6

48.0

23.5

9.5

3.7

1.8

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想の子どもの人数

現実的に子育て可能な

子どもの人数

（n=379）

１人 ２人 ３人 ４人以上 無回答

1.4

12.6

30.0

51.2

51.2

25.1

12.1

6.3

5.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想の子どもの人数

現実的に子育て可能な

子どもの人数

（n=207）

１人 ２人 ３人 ４人以上 無回答

12.3

32.3

49.2

50.8

25.4

14.6

10.0

2.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想の子どもの人数

現実的に子育て可能な

子どもの人数

（n=130）

１人 ２人 ３人 ４人以上 無回答

⑱子どもの人数＜理想・現実＞ 
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理想とする子どもの人数を実現できない理由として、いずれも「家が狭い」、「自分達の自由な時間と育児は両立し

ない」、「末子が自分の定年までに成人しない」、「仕事と子育ての両立が難しい」の割合が高くなっています。 

また、「その他」の内訳として「ひとりでも手がかかる」、「病院に行くのが不便」、「ひとり親だから」といった意

見が多くみられました。 

 

 

 

  

16.1

24.0

5.5

5.5

9.5

23.2

1.8

9.2

33.0

35.4

1.8

10.6

24.6

6.3

8.2

10.6

18.8

2.9

8.7

27.5

34.8

0.5

13.8

19.2

1.5

7.7

10.8

8.5

2.3

5.4

20.0

39.2

0.8

0% 10% 20% 30% 40%

仕事と子育ての両立が難しい

自分達の自由な時間と育児は両立しない

子育ての心理的、肉体的負担を軽減する

子どもを欲しいが、年齢的に難しい

自分（配偶者）の健康上の理由

末子が自分の定年までに成人しない

たくさんの子どもを育てる社会ではない

子育てにかかる費用が大変

家が狭いため

その他

無回答

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

⑲理想とする子どもの人数を実現できない理由 
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いずれも「３点（普通）」と答えた割合は４割以上と最も多く、「５点（満足）」と「４点（やや満足）」を合わせた

【満足】の割合は、就学前児童の保護者が31.1％、小学生の保護者が24.2％、中学生の保護者が26.2％となってい

ます。また、「５点（満足）」、「４点（やや満足）」、「３点（普通）」を合わせた、「不満はない」保護者の割合は、就

学前児童の保護者が77.0％、小学生の保護者が69.1％、中学生の保護者が72.4％となっています。 

 

 

 

いずれも「ふつう」の割合が最も多く、「やや苦しい」と「大変苦しい」を合わせた【苦しい】の割合は、就学前

児童の保護者が37.0％、小学生の保護者が38.7％、中学生の保護者が43.1％となっています。 

 

 
 

 

  

4.7

3.9

5.4

26.4

20.3

20.8

45.9

44.9

46.2

15.6

21.7

19.2

6.1

6.3

6.2

1.3

2.9

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

５点 ４点 ３点 ２点 １点 無回答
(不満)(やや不満)(普通)(やや満足)(満足)

2.6

1.4

8.4

9.2

9.2

50.9

46.9

44.6

25.1

27.1

34.6

11.9

11.6

8.5

1.1

3.9

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

大変ゆとりがある ややゆとりがある ふつう やや苦しい 大変苦しい 無回答

⑳市の子育て環境や支援についての満足度 

㉑現在の暮らしの状況 
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今後市が重点的に取り組む必要が高いと思う施策について、就学前児童の保護者は「安心して妊娠・出産ができる

医療体制の整備や小児救急医療などの小児医療の充実」が 49.3％、小学生の保護者は「親子のふれあいや異世代交

流の場づくり」が 52.7％、中学生の保護者は「子育てに伴う経済的支援の充実」が 47.7％とそれぞれ最も多くなっ

ています。 

   

9.0

31.9

31.9

4.0

49.3

9.0

14.5

17.9

26.4

4.7

5.5

38.3

2.1

3.2

7.4

0.5

2.9

16.4

12.6

8.2

45.4

15.5

9.7

18.8

28.5

8.2

4.3

52.7

2.4

7.7

5.3

4.3

0.0

1.4

2.3

13.8

15.4

9.2

42.3

20.0

10.0

12.3

25.4

7.7

3.8

47.7

3.8

10.8

3.8

2.3

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

産後支援の充実（例えば、新生児訪問事業など）

保育サービスの充実（一時保育

、延長保育、休日保育等など）

放課後児童クラブの充実

（枠の拡大や時間の延長など）

相談窓口や情報提供などの子育て支援の充実

安心して妊娠・出産ができる医療体制の

整備や小児救急医療などの小児医療の充実

家庭における教育の支援など

家庭の地域における教育力の向上

子育て世代を対象にした良質な住宅の確保

子ども・子ども連れの親が安全・安心に通行できる

道路交通環境の整備や公共建築物等のバリアフリー

化など安心して外出できる環境の整備

仕事と生活のバランスがとれた多様な

働き方の実現、男性を含めた働き方の

見直しなど仕事と子育ての両立の推進

ひとり親家庭の自立支援の推進

親子のふれあいや異世代交流の場づくり

子育てに伴う経済的支援の充実

家庭内、配偶者間暴力（ドメスティック

バイオレンス）対策の充実

障がいの原因となる疾病や事故の予防、早期発見・治療

や障がい児の健全な発達支援などの障がい児対策の充実

・幼児期からの一体となった特別支援教育

こども園、子育て支援センターなど

子育て支援関連施設の整備

その他

無回答

就学前（n=379）

小学生（n=207）

中学生（n=130）

㉒今後市が重点的に取り組む必要が高いと思う施策 
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（２）子どもの意識と生活に関するアンケート調査（児童・生徒）の結果 

 

小学生では、すべての項目で「毎日食べる（週７日）」の割合が８割以上と最も多くなっており、「②夕食」では

97.2％と多くなっています。 

中学生では、すべての項目で「毎日食べる（週７日）」の割合が８割以上と最も多くなっており、「②夕食」では

97.6％と多くなっています。 

高校生では、すべての項目で「毎日食べる（週７日）」の割合が７割以上と最も多くなっており、「②夕食」では

92.3％と多くなっています。 

 

【小学生】 

 
【中学生】 

 
【高校生】 

 
  

84.2

97.2

92.6

8.4

0.9

5.6

4.2

1.9

1.4

1.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①朝食（n=215）

②夕食（n=215）

③夏休みや冬休み

などの期間の昼食

（n=215）

毎日食べる（週７日） 週５～６日

週３～４日 週１～２日、ほとんど食べない

無回答

84.9 

97.6 

91.3 

9.5 

4.0 

0.8 

1.6 

1.6 

0.8 

3.2 

2.4 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①朝食（n=126）

②夕食（n=126）

③夏休みや冬休みな

どの期間の昼食

（n=126）

毎日食べる（週７日） 週５～６日

週３～４日 週１～２日、ほとんど食べない

無回答

76.9

92.3

76.9

9.2

4.6

12.3

4.6

6.2

9.2

1.5

3.1

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①朝食（n=65）

②夕食（n=65）

③夏休みや冬休み

などの期間の昼食

（n=65）

毎日食べる（週７日） 週５～６日 週３～４日 週１～２日、ほとんど食べない 無回答

①食事の頻度（朝食・夕食・休みの日の昼食） 
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いずれも「よく話をする」の割合が４割以上と最も多くなっており、小学生では57.2％と多くなっています。 

 

 

小学生は、「家族で大人の人」が64.7％と最も多く、次いで「きょうだい」が45.1％となっています。 

中学生は、「学校の友達」が56.3％と最も多く、次いで「家族で大人の人」が40.5％となっています。 

高校生は、「学校の友達」が75.4％と最も多く、次いで「家族で大人の人」が20.0％となっています。 

  

57.2

53.2

46.2

33.0

40.5

36.9

7.9

3.2

12.3

0.5

0.8

4.6

1.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

よく話をする ある程度話をする あまり話をしない まったく話をしない 無回答

64.7

45.1

5.1

27.0

10.2

6.0

14.9

3.7

1.4

40.5

33.3

5.6

56.3

8.7

4.8

17.5

7.9

2.4

20.0

10.8

3.1

75.4

1.5

6.2

15.4

9.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

家族で大人の人

きょうだい

家族以外の大人

学校の友達

塾や習い事の友達

近所の友達や幼なじみ

ひとりで過ごすことが多い

その他

無回答

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

②保護者（両親）との会話の頻度 

③平日の放課後に一緒に過ごす相手 
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小学生は、「親」が71.2％と最も多く、次いで「学校の友達」が47.9％、「学校の先生」が24.2％となっています。 

中学生は、「親」が60.3％と最も多く、次いで「学校の友達」が57.9％、「学校の先生」が31.0％となっています。 

高校生は、「学校の友達」が63.1％と最も多く、次いで「親」が55.4％、「学校外の友達」が35.4％となっていま

す。 

 

 

  

71.2

20.9

18.6

24.2

47.9

5.6

3.7

2.3

1.4

9.8

1.4

60.3

22.2

11.1

31.0

57.9

11.1

4.8

7.1

2.4

13.5

0.8

55.4

23.1

10.8

29.2

63.1

35.4

4.6

6.2

1.5

12.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

親

きょうだい

祖父母など

学校の先生

学校の友達

学校外の友達

スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカー

その他の大人（塾・習い事の

先生、地域の人など)

ネットで知り合った人

だれにも相談できない、相談したくない

無回答

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

④困っていることや悩みごとを相談できると思う人 
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小学生、中学生では「特にない」の割合が最も多く、それぞれ 46.5％、39.7％となっており、「親戚や友達の家」

がそれぞれ31.6％、36.5％と続いています。 

高校生では「親戚や友達の家」が38.5％と最も多く、次いで「特にない」が36.9％となっています。 

 

 

 

  

31.6

7.4

13.0

9.8

21.4

8.8

1.4

2.8

46.5

2.8

36.5

8.7

14.3

14.3

23.8

15.1

1.6

4.8

39.7

1.6

38.5

6.2

10.8

13.8

23.1

15.4

1.5

1.5

36.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親戚や友達の家

塾や習い事の場所

図書館や公民館など地域の施設

商業施設（ショッピングモール）

公園や自然の中で遊べる場所

インターネット空間

悩みごとの相談にのったり、サポートしてくれる

場所（電話やオンラインをふくむ）

その他

特にない

無回答

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

⑤家庭や学校以外に、「ここに居たい」と感じる場所（居場所） 
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小学生は、「好きなことをして自由に過ごせる」が50.2％と最も多く、次いで「いつでも行きたい時に行ける」が

47.0％、「いろんな人と出会える、友達と一緒に過ごせる」が43.3％となっています。 

中学生は、「好きなことをして自由に過ごせる」が66.7％と最も多く、次いで「いつでも行きたい時に行ける」が

61.1％、「いろんな人と出会える、友達と一緒に過ごせる」が49.2％となっています。 

高校生は、「好きなことをして自由に過ごせる」が69.2％と最も多く、次いで「一人で過ごせたり、何もせずのん

びりできる」が61.5％、「いつでも行きたい時に行ける」が58.5％となっています。 

 

 

 

  

47.0

29.8

26.0

50.2

34.4

14.9

43.3

23.3

1.4

8.8

3.3

61.1

46.8

39.7

66.7

33.3

11.9

49.2

27.0

0.0

6.3

0.8

58.5

61.5

33.8

69.2

26.2

23.1

26.2

29.2

1.5

0.0

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

いつでも行きたい時に行ける

一人で過ごせたり、何もせずのんびりできる

ありのままでいられる、自分を否定されない

好きなことをして自由に過ごせる

新しいことを学べたり、やりたい

ことにチャレンジできる

悩みごとの相談にのってもらったり、

一緒に遊んでくれる大人がいる

いろんな人と出会える、

友達と一緒に過ごせる

自分の意見や希望を受け入れてもらえる

その他

家庭や学校以外で居場所

の必要性を感じない

無回答

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

⑥どのような場所であれば行ってみたいと思うか 
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すべての年代で「していない」の割合が９割程度と最も多くなっています。「お世話をしている」の割合は、小学

生は6.0％、中学生は6.3％、高校生は7.7％となっています。 

 

 

すべての年代で「きょうだい」の割合が６割以上と最も多くなっています。 

 

 

  

6.0 

6.3 

7.7 

89.8 

90.5 

92.3 

4.2 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

お世話をしている していない 無回答

15.4

23.1

61.5

15.4

23.1

0.0

0.0

0.0

12.5

75.0

12.5

0.0

12.5

0.0

40.0

20.0

60.0

40.0

20.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

父親

母親

きょうだい

祖父

祖母

その他

無回答

小学生（n=13）

中学生（n=8）

高校生（n=5）

⑦家族の中でお世話をしている人の有無 

⑧お世話をしている人 
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行っているお世話の内容について、小学生では「きょうだいのめんどう」が61.5％、中学生では「見守りや話し相

手になる」が62.5％、高校生では「家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）」、「見守りや話し相手になる」がとも

に80.0％と、最も多くなっています。 

 

 

  

30.8

61.5

15.4

15.4

38.5

0.0

0.0

0.0

50.0

0.0

12.5

62.5

12.5

0.0

80.0

40.0

40.0

60.0

80.0

20.0

20.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）

きょうだいのめんどう

病院の付き添いや薬の管理

お風呂やトイレの世話

見守りや話し相手になる

※家計を支えるためのアルバイトや労働

その他

無回答 小学生（n=13）

中学生（n=8）

高校生（n=5）

※高校生のみ

⑨行っているお世話の内容 
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お世話をしている頻度について、小学生では「ほぼ毎日」が 38.5％で最も多く、中学生では「週に１日または２

日」が 50.0％、高校生では「週に３日または４日」が60.0％と最も多くなっています。 

 

 
 

 

学校がある日の１日あたりのお世話している時間について、すべての年代で「１時間より少ない」の割合が最も多

く、中学生では75.0％と多くなっています。 

 

   

38.5 

37.5 

40.0 

15.4 

60.0 

30.8 

50.0 

15.4

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=13）

中学生（n=8）

高校生（n=5）

ほぼ毎日 週に３日または４日 週に１日または２日 １か月に数日 無回答

53.8 

75.0 

40.0 

15.4 15.4 

25.0 

20.0 

15.4 

20.0 20.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=13）

中学生（n=8）

高校生（n=5）

１時間より少ない １時間から２時間 ２時間から３時間 ３時間から５時間

５時間から７時間 ７時間以上 無回答

⑩お世話をしている頻度 

⑪学校がある日の１日あたりのお世話している時間 
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「５点（満足）」と「４点（やや満足）」を合わせた【満足】の割合は、小学生が 65.5％、中学生が 59.5％、高校

生が50.8％となっています。 

 

 

 

すべての年代で「どちらかといえば好き」の割合が４割以上と最も多く、「好き」と「どちらかといえば好き」を

合わせた【好き】の割合は、小学生が75.8％、中学生が73.8％、高校生が64.6％となっています。 

 

 

  

28.8

27.0

20.0

36.7

32.5

30.8

21.9

31.0

33.8

7.9

4.8

9.2

2.3

2.4

6.2

2.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

５点 ４点 ３点 ２点 １点 無回答
(不満)(やや不満)(普通)(やや満足)(満足)

28.8 

27.8 

13.8 

47.0 

46.0 

50.8 

13.0 

15.9 

26.2 

7.9

8.7

9.2

3.3

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

好き どちらかといえば好き どちらかといえば好きではない 好きではない 無回答

⑫最近の生活の満足度 

⑬今の自分のことが好きか 
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すべての年代で「どちらかといえば希望がある」の割合が最も多く、「希望がある」と「どちらかといえば希望が

ある」を合わせた【希望がある】の割合は、小学生が 78.6％、中学生が 77.0％、高校生が 78.5％となっています。 

 

 

 

 

小学生では「思う」、「どちらかといえば思う」がともに43.7％、中学生では「どちらかといえば思う」が48.4％、

高校生では「思う」が53.8％と最も多くなっており、「思う」と「どちらかといえば思う」を合わせた【思う】の割

合は、小学生が87.4％、中学生が90.5％、高校生は89.2％と８割を超えています。 

 

 

 

  

39.1 

30.2 

15.4 

39.5 

46.8 

63.1 

12.1 

16.7 

12.3 

6.5

6.3

7.7

2.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

希望がある どちらかといえば希望がある どちらかといえば希望がない 希望がない 無回答

43.7 

42.1 

53.8 

43.7 

48.4 

35.4 

6.5 

6.3 

9.2 

3.3

3.2

1.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

思う どちらかといえば思う どちらかといえば思わない 思わない 無回答

⑭自分の将来について明るい希望を持っているか 

⑮「社会のために役立つことをしたい」と思うか 
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「思う」が47.7％、「どちらかといえば思う」が30.8％、「どちらかといえば思わない」が13.8％、「思わない」が

6.2％となっており、「思う」と「どちらかといえば思う」を合わせた【思う】の割合は78.5％となっています。 

 

 

 

「好き」の割合は、小学生が54.9％、中学生が 40.5％、高校生が 26.2％となっており、「好き」と「どちらかとい

えば好き」を合わせた【好き】の割合は、小学生が85.6％、中学生が81.8％、高校生が81.6％となっています。 

 

 
  

思う

47.7%
どちらかといえ

ば思う

30.8%

どちらかといえ

ば思わない

13.8%

思わない

6.2%

無回答

1.5%

（n=65）

54.9 

40.5 

26.2 

30.7 

41.3 

55.4 

9.3 

11.9 

13.8 

2.3 

4.0 

4.6 

2.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=215）

中学生（n=126）

高校生（n=65）

好き どちらかといえば好き どちらかといえば好きではない 好きではない 無回答

⑯将来、自分の家族を持ちたいと思うか（高校生のみ） 

⑰東かがわ市が好きか 
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３．第２期計画の進捗状況 

 
 

（１）施策の取り組み内容の検証・評価 

令和２年３月に策定した「第２期東かがわ市子ども・子育て支援事業計画」の取り組み内容について、設定した82

の施策について検証・評価するとともに、実施状況や課題、今後の方向性について関係課などに個別にヒアリングを

行いました。 

82の施策のうち、「評価Ａ（計画を上回る）」が０項目、「評価Ｂ（計画どおり）」が68項目、「評価Ｃ（概ね計画ど

おり）」が11項目、「評価Ｄ（一部未実施）」が３項目となっています。 
 

▼前計画の施策の取り組み内容の検証・評価 

基本目標および基本施策 施策数 

評価 

Ａ 
計画を 
上回る 

Ｂ 
計画 
どおり 

Ｃ 
概ね計画 
どおり 

Ｄ 
一部 
未実施 

全 体 82 0 68 11 3 

 

１．豊かな人間性を育てる教育の充実 17 0 13 2 2 

 

①子どもの権利の尊重 2  2   

②人間性豊かな児童・生徒の育成 3  2 1  

③地域の教育力の向上 5  3 1 1 

④次代の親の育成 4  4   

⑤子どもを取り巻く有害環境対策 3  2  1 

２．子どもの貧困対策の推進 4 0 4 0 0 

 
⑥教育支援の充実 2  2   

⑦生活支援の充実 2  2   

３． 安心して妊娠・出産・子育てができる切れ目のない

支援体制づくり 
12 0 12 0 0 

 

⑧安心できる母子保健医療体制の充実 5  5   

⑨親子の健康づくりと食育の推進 5  5   

⑩家庭教育の充実支援 2  2   

４．地域全体での子育て支援の充実 32 0 29 3 0 

 

⑪子育てネットワークの充実 4  4   

⑫相談援助の充実 3  3   

⑬地域における在宅児の支援 4  4   

⑭児童虐待防止対策の推進 5  5   

⑮障がい児施策の推進 5  5   

⑯ひとり親家庭への支援 6  5 1  

⑰子育てにかかる経済的負担の軽減 5  3 2  

５．仕事をしながら子育てをしている人への支援 7 0 4 3 0 

 
⑱働きながら子育てをしやすい環境整備 5  2 3  

⑲すべての子育て家庭に対応した保育サービス 2  2   

６．安全な地域環境の整備 10 0 6 3 1 

 

⑳居住環境の整備 2   1 1 

㉑子どもが安心して遊べる場所の確保 2  1 1  

㉒子どもの安全の確保 4  4   

㉓子どもや子育て家庭にやさしい福祉のまちづくり 2  1 1  
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（２）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供状況 

第２期子ども・子育て支援事業計画では、国の子ども・子育て支援法に基づく基本指針により、教育・保育および

地域子ども・子育て支援事業について、量の見込みに対する確保方策を数値目標として設定し、こどもや子育て家庭

を取り巻く環境の整備を進めてきました。 
 

▼教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供状況 

 
単位 

令和2年度 
(2020) 
実績 

令和3年度 
(2021) 
実績 

令和4年度 
(2022) 
実績 

令和5年度 
(2023) 
実績 

令和6年度 
(2024) 

実績(見込) 

新型 
コロナ 
の影響 

直近 
5年間 
の推移 

幼児期の教育・保育                          （※R6.4.1現在）  

１号認定（３～５歳児） 人 90 54 54 43 33※ あり 減少 

２号認定（３～５歳児） 人 402 434 418 379 346※ あり やや減少 

３号認定（１～２歳児） 人 244 208 201 192 168※ あり 減少 

３号認定（０歳児） 人 71 92 65 69 16※ あり 減少 

地域子ども・子育て支援事業 

利用者支援事業（基本型） 
人回 

（か所） 
- - - 

57 

（1） 

120 

（1） 
なし 横ばい 

地域子育て支援拠点事業 
人日 

（か所） 

7,403 

（6） 

7,207 

（6） 

6,992 

（6） 

2,768 

（6） 

2,636 

（6） 
あり 減少 

妊婦健康診査 人回 1,427 1,179 1,157 999 950 あり 減少 

乳児家庭全戸訪問事業 人 117 109 87 81 85 あり やや減少 

養育支援訪問事業 人 0 0 1 1 1 あり 横ばい 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

人日 

（か所） 

1 

（2） 

0 

（2） 

0 

（2） 

19 

（2） 

5 

（2） 
あり 横ばい 

子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ） 

人日 

（か所） 

8 

（2） 

9 

（2） 

0 

（2） 

0 

（2） 

0 

（2） 
あり 横ばい 

ファミリー・サポート・ 

センター事業 

人日 

（か所） 

300 

（1） 

249 

（1） 

333 

（1） 

354 

（1） 

272 

（1） 
あり 横ばい 

一時預かり事業（幼稚園型） 
人日 

（か所） 

1,187 

（1） 

851 

（1） 
- - 

10 

（4） 
なし 減少 

一時預かり事業（一般型） 
人日 

（か所） 

257 

（5） 

324 

（5） 

282 

（4） 

578 

（4） 

816 

（4） 
あり 横ばい 

一時預かり事業（ファミリー・ 

サポート・センター事業） 

人日 

（か所） 

197 

（1） 

175 

（1） 

292 

（1） 

302 

（1） 

96 

（1） 
あり 横ばい 

延長保育事業 
人 

（か所） 

199 

（6） 

239 

（6） 

187 

（6） 

111 

（6） 

78 

（6） 
あり 減少 

病児保育事業 
人日 

（か所） 

388 

（2） 

296 

（2） 

197 

（2） 

299 

（2） 

296 

（2） 
あり 横ばい 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

人 

（か所） 

476 

（3） 

382 

（3） 

422 

（3） 

433 

（3） 

496 

（3） 
あり 横ばい 

実費徴収に係る補足給付を 

行う事業 
人 - - - - - - - 

多様な主体の参入促進・ 

能力活用事業 

人 

（か所） 
- - - - - - - 
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４．東かがわ市のこどもを取り巻く課題 

 
東かがわ市のこどもと家庭を取り巻く状況を踏まえて、課題を以下のとおり整理しました。 

 

（１）こども・若者の人権、権利の尊重 

○児童虐待に関する相談や対応件数が年々増えています。児童虐待は、こどもの生命に関わるだけでなく、こどもの

身体面・知的面での発達の遅れや情緒面の不安定さ、自己肯定感の低下等、様々な悪影響を及ぼすため、未然防止

及び早期対応が必要です。 

〇こどもの心身に深刻な影響を及ぼすいじめや不登校について、不登校の児童・生徒は増加傾向にあり、いじめの件

数は増減を繰り返しています。 

〇小学生、中学生、高校生を対象としたアンケート調査結果によると、家族の中で高齢や病気、身体が不自由、幼い

などの理由で支援やケアが必要な人のお世話をしている人の割合は、小学生が 6.0％、中学生が 6.3％、高校生が

7.7％となっています。本来大人が行うべき日常生活上の家族の世話を過度に行っているヤングケアラーについて、

早期発見及び支援に取り組む必要があります。 

 

 

 

（２）ライフステージを通じた切れ目ない支援体制の充実 

〇保護者を対象としたアンケート調査結果によると、市が重点的に取り組む必要が高いと思う施策として就学前児童

の保護者は「安心して妊娠・出産ができる医療体制の整備や小児救急医療などの小児医療の充実」、小学生の保護

者は「親子のふれあいや異世代交流の場づくり」、中学生の保護者は「子育てに伴う経済的支援の充実」の割合が

高くなっています。 

〇「子育てをする上で気軽に相談できる人や場所がある」と答えた保護者は、就学前児童及び小学生、中学生の保護

者全て９割以上でした。身近に相談できる人がいる場合でも、必要な支援につながるよう、公的な相談体制を充実

させ周知を図ることが必要です。 

〇保護者が就労していなくても時間単位で利用できる「こども誰でも通園制度」は、０～２歳のこどものいる就学前

児童の保護者の51.7％が利用したいと希望しており、就労状況に関わらず預かりニーズが高いことが伺えます。 

○障がいや発達に特性のあるこども・若者等について、それぞれの特性や状況に応じた支援を行う必要があります。 

○貧困の課題を抱えていると思われる「（等価世帯収入の）中央値の２分の１未満世帯」の割合は16.4％で、現在の

暮らしの状況について「苦しい」と答えた就学前児童及び小学生、中学生の保護者全て３割以上となっています。 

○ひとり親世帯は、近年減少傾向にありますが、それぞれの世帯に寄り添った相談支援を行い、生活支援や就労支援

等につなげていく必要があります。 

 

 
 

◆こども・若者が権利の主体であることを広く社会全体に周知し、こども・若者が自由に意見を表明しや

すい環境整備と機運の醸成を図る必要があります。 

◆困難を抱えやすい世帯に対する包括的な支援体制を強化し、こども一人ひとりの最善の利益が尊重され

る地域社会をつくっていくことが重要です。 

◆子育ては、こどもの誕生前から乳幼児期、学童期、思春期、青年期を経て、大人になるまで続くもので

あり、ライフステージを通じて社会全体で子育て家庭を支えていく必要があります。 

◆安心して妊娠・出産・子育てができる環境を確保し、子育て家庭の不安や負担の軽減を図るため、状況

に応じた情報提供や、きめ細やかな相談支援、教育・保育や保健、医療、子育てや教育に係る経済的な

負担の軽減による生活の安定化など、妊娠前から子育て期を通じた切れ目のない支援を提供できる体制

の充実が重要です。 
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（３）こどもの居場所や交流の場づくりの推進 

○保護者を対象としたアンケート調査結果によると、市が重点的に取り組む必要が高いと思う施策として小学生の保

護者は「親子のふれあいや異世代交流の場づくり」の割合が高くなっています。 

○小学生、中学生、高校生を対象としたアンケート調査結果によると、今の自分の事が好き（「どちらかといえば好

き」を含む）と答えた割合は、小学生が75.8％、中学生が73.8％、高校生が 64.6％となっています。 

○家庭や学校以外に「ここに居たい」と感じる居場所について、「特にない」や「親戚や友達の家」の割合が高く、

地域などを居場所と思う割合が低くなっています。 

 

 

 

（４）若い世代の生活基盤の安定 

○出生数は、ここ数年減少傾向であり、保護者を対象としたアンケート調査結果によると、理想とするこどもの人数

は、「３人」の割合が高くなっていますが、現実のこどもの人数は「２人」の割合が高く、理想と現実にギャップ

があることがうかがえます。 

○理想とするこどもの人数を実現できない理由として、「家が狭い」、「自分たちの自由な時間と育児は両立しない」、

「末子が自分の定年までに成人しない」、「仕事と子育ての両立が難しい」の割合が高くなっています。 

○保護者を対象としたアンケート調査結果によると、子育て環境や支援の満足度では、【満足（やや満足含む）】と答

えた人の割合は、就学前児童の保護者が31.1％、小学生の保護者が24.2％、中学生の保護者が 26.2％であり、子

育て家庭への支援を総合的に充実させていく必要があります。 

〇家庭内において育児負担が女性に集中している現状の中、男性の家事や子育てへの参画の促進を図るとともに、夫

婦が相互に協力しながら子育てし、それを職場が応援し、地域社会全体で支援する社会をつくる必要があります。 

〇育児休業の取得状況は、父親は取得していない割合が８割となっており、仕事と子育てを両立するために職場に期

待することとして、「こどもが病気やけがの時に、休暇が取りやすい職場環境をつくる」、「出産、子育て期には柔

軟に対応できる就業時間の運用を行う」の割合が高くなっています。 

 

   

◆自分の居場所を持つことは、自己肯定感や自己有用感に関わるなど、すべての人にとって生きる上で不

可欠な要素です。人とのつながりや、孤独・孤立の問題と深く関係するため、個々に応じた安全で安心

して過ごせる居場所を確保することが大切です。 

◆地域とのつながりを育むとともに、こども・若者が健やかに成長し、保護者がこどもを育てる喜びを実

感できる環境づくりが必要です。 

◆少子化の背景には、未婚・晩婚化、経済的な不安定さ、仕事と子育ての両立の難しさ等、様々な要因が

重なっており、これらの要因に対する対策を講じていく必要があります。 

◆地域社会、企業等さまざまな場で、年齢、性別を問わず、すべての人がこどもや子育て中の方々を応援

するといった社会全体の意識改革を進めるなど、結婚・子育てに温かい社会づくり・機運の醸成を図る

取り組みを行っていく必要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方（総論） 

 

１．基本理念 

 
 

「こども基本法」においては、こども施策の基本理念として、「全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度

に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保

されること」、「全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が

優先して考慮されること」が掲げられており、こども・若者の社会参画と意見反映を進めていくことが求められてい

ます。 

また、「こども大綱」では、全てのこども・若者の権利が擁護され、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸

せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現が求められています。 

本市では、第１期計画、第２期計画ともに“子育てをみんなで支えるまちづくり”を基本理念として、こどもが健

やかに育つ家庭環境と子育て支援のさまざまな取り組みを通じて、地域のふれあいの中で、こどもがのびのびと育つ

まちの実現に向け、各種施策に取り組んできました。この基本理念には、家庭を中心に、学校、地域、企業、その他

社会を構成するすべての人が、こども・子育て支援に対する関心や理解を深め、協働し、それぞれの責任と役割を果

たすことで、本市に暮らすすべてのこどもの健やかな成長と、家庭を築きこどもを生み育てたいと願う人々の希望が

満たされる社会の実現をめざす思いが込められています。 

本計画においては、これまでの取り組みや上位計画である東かがわ市基本構想の方向性、また、国の目指す「こど

もまんなか社会」という考え方を踏まえ、未来を担うすべてのこどもが、希望を持って成長することができるよう、

健やかな成長に向けた取り組みや子育て家庭への各種施策を、地域社会全体で一層推進していくこととし、基本理念

を「未来を担うすべてのこどもが 笑顔で健やかに育ち 主体的に生きるまち 東かがわ」といたします。 

 

 

   

未来を担うすべてのこどもが 

笑顔で健やかに育ち 主体的に生きるまち 東かがわ 
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２．基本的な視点 

 
 

本計画では、基本理念を実現するため、「こども基本法」や「こども大綱」の考え方を踏まえて、次の３つの基

本的な視点を定めます。 

 

（１）こども・若者の幸せを第一に考える視点 

こども・若者は、社会の希望であり、未来をつくる存在です。一人ひとりのこども・若者が、愛され、個性ある存

在として認められ、自己肯定感を持って育まれることは、社会を構成するすべての人の役目です。 

「こどもまんなか社会」の実現に向けて、こども・若者を権利の主体として認識し、こども・若者の今と将来にわ

たっての「最善の利益」を図り、こども・若者、子育て当事者の意見を尊重し、意見を表明することを支援します。 

こども・若者が社会に参画できるさまざまな機会の創出、さらには困難な状況にあるこども・若者を含めて、誰一

人取り残さず、幸せに成長していける環境づくりに取り組みます。 

 

（２）家庭の子育て力を高める視点 

子育ては本来、こどもの存在に感謝し、日々成長するこどもの姿に感動して、親も親として成長することができる

尊い営みです。この営みを親自身が、喜びや生きがいを感じながら、自分らしく担うことができるよう、妊娠から出

産、子育てまで切れ目のない、さまざまな支援を進めることが重要です。 

また、子育ては男女がともに取り組むことが大切であり、仕事と子育ての両立を可能にする働き方の見直しには、

職場等の理解と協力が必要不可欠です。 

保護者が子育てを第一義的に担うことを前提としつつ、子育ての権利を享受できるよう、子育てを取り巻くさまざ

まな不安や負担を解消し、仕事と生活の調和を図りながら保護者の「子育て力」を自ら高めていくことができる環境

づくりに取り組みます。 

 

（３）地域全体で子育てを支える視点 

こどもは、家庭やこども同士の関係だけでなく、地域の人々、自然、文化と関わるなかで、豊かな人間性を身につ

けていきます。こどもを心身ともに健やかに育むためには、家庭はもとより、地域、学校、事業所、行政をはじめ地

域社会全体が地域のさまざまな社会資源を活用し、それぞれの役割を担いながら、連携を図ることが必要です。 

こどもの成長を共に喜び、安心して子育てができる環境づくりやこどもの居場所づくりを地域社会全体で支援する

取り組みを推進します。 

また、若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方の尊重を大前提として結婚や子育てに

関して、未来に向けて多様な生き方が選択・実現できる環境づくりに取り組みます。 
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３．基本目標 

 
 

本計画では、基本理念を実現するための施策の柱として、以下の３つの基本目標を掲げます。 

 

■基本目標１ こどもの主体性を育み、健やかで幸せな育ちを支援します 

 

■基本目標２ すべての子育て家庭を切れ目なく支援します 

 

■基本目標３ 地域全体で子育ち・子育てを支援します 

   

自己の確立が未発達なこどもや若者が多いといわれている昨今、こどもや若者が主体性をもって健全に育成され

ることが重要となっています。 

こどもや若者の生活の主体である家庭、学校、地域が連携し、こどもが自己肯定感を持って、喜びや生きがいを

感じて育つことができるよう、質の高い教育・保育及び豊かな学びを推進します。 

また、困難を抱えたこどもや若者を支援するための対策や、こどもや若者の歩みに寄り添い、必要な支援・制度

につなげる・つながる仕組みを構築することが必要です。 

若者が自らの意思で多様に将来を選択し、社会の中で自立できるよう、修学・就労の支援や、結婚し、こどもを

産み、育てたいと望んだ場合に、それぞれの希望に応じて支援します。 

こどもを産み育てようとする親や、子育てを行っている親が、育児の不安や孤立感、負担感を乗り越えられるよ

う、妊娠から出産、子育てにおいて、切れ目のないきめ細やかな支援を行うとともに、母子保健医療施策の推進を

図ります。また、保護者がこどもと向き合い、より良い親子関係が形成できるよう、親子の育ちを支援し、安心し

て子育てができるよう支援します。 

多様なニーズに応じた保育サービスが提供できるよう、充実を図るとともに、児童虐待防止対策の推進や、発達

に課題や障がいのあるこどもの、発達・成長に応じた適切な支援・保育・教育の推進を図ります。 

また、妊娠から出産、子育て、教育にかかる経済的負担の軽減を図るとともに、貧困の解消や貧困の連鎖の防止

などのこどもの貧困対策や、ひとり親家庭が抱える複合的な課題の解消に向け、生活に困難を抱える子育て家庭へ

の支援を行います。 

こども・若者を権利の主体とし、こども・若者の権利に関する理解促進や、こども・若者が自由に意見を表明し

やすい環境、また主体的に参加するための機会の確保のための取り組みを推進します。 

家庭での子育てが地域から温かく見守られているように感じる地域のネットワークを充実させ、地域全体の養育

力を高める取り組みを推進します。また、子育て家庭が、必要とするサービスを必要なときに利用することができ

るよう、こどもの預かりやこどもの居場所など、地域子ども・子育て支援事業を充実させるとともに、その利用に

つながるよう、子育ての相談支援と情報提供の充実を図ります。 

また、住宅・居住環境の確保や犯罪や事故からこどもを守るための取り組みなど、安心・安全に子育てできる生

活環境づくりを推進します。 

地域の子育てサポート体制の充実や就労環境の整備により、仕事と子育ての両立のための基盤整備を推進すると

ともに、結婚・出産後の子育てと仕事の両立を支援し、共に協力しながら子育てできる社会を推進します。 
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４．施策の体系 

 
 

計画の基本理念、基本目標の実現に向けて、20の基本施策、41の具体的な施策を体系化し、それぞれの関連性

を加味しながら施策に取り組みます。 
 
 

■基本目標１ こどもの主体性を育み、健やかで幸せな育ちを支援します 

 

基本施策① 質の高い教育・保育の推進 （P.59） 

 
施策①－1 就学前教育・保育及び学校教育の質の向上  

施策①－2 就学前施設、小学校、中学校の円滑な接続  

基本施策② 豊かな学びの推進 （P.60） 

 施策②－1 豊かな人間性、社会性を育む取り組み  

基本施策③ 多様な遊びや体験活動の充実 （P.60） 

 施策③－1 遊びや体験活動の充実  

基本施策④ 豊かな心と健やかな体づくりの推進 （P.61） 

 

施策④－1 食育推進及び生活習慣の確立  

施策④－2 体力向上に向けた取り組み  

施策④－3 思春期保健に関する教育や知識の普及  

基本施策⑤ 困難を抱えるこども・若者への支援 （P.62） 

 

施策⑤－1 ヤングケアラーの支援  

施策⑤－2 不登校のこどもの支援  

施策⑤－3 児童・生徒の困りごとに対する相談体制の確保  

施策⑤－4 自殺予防対策・いじめ防止対策  

基本施策⑥ 修学・就労の支援 （P.63） 

 
施策⑥－1 高等教育の修学支援  

施策⑥－2 若者の就労、移住、定住の支援  

 

■基本目標２ すべての子育て家庭を切れ目なく支援します 

 

基本施策⑦ 妊娠・出産・育児の切れ目ない支援 （P.64） 

 
施策⑦－1 母子保健医療体制の確保  

施策⑦－2 産前・産後の育児等の支援  

基本施策⑧ 親子の育ちの支援 （P.65） 

 
施策⑧－1 親子の成長の支援  

施策⑧－2 家庭教育の推進  

基本施策⑨ 多様なニーズに応じた保育サービスの充実 （P.66） 

 
施策⑨－1 多様な保育サービスの提供  

施策⑨－2 一時的な保育関連サービスの提供  
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■基本目標２ すべての子育て家庭を切れ目なく支援します 

 

基本施策⑩ 児童虐待防止対策の推進 （P.67） 

 

施策⑩－1 こども家庭相談体制の確保  

施策⑩－2 関係機関の連携による支援  

施策⑩－3 児童虐待防止に関する普及・啓発  

基本施策⑪ 障がいのあるこどもの成長・発達に応じた支援・保育・教育の推進 （P.68） 

 

施策⑪－1 特性や状況に応じた支援  

施策⑪－2 障がいに対する理解促進  

施策⑪－3 経済的支援  

基本施策⑫ こどもの貧困対策の推進 （P.69） 

 
施策⑫－1 教育の支援  

施策⑫－2 生活の安定のための支援  

基本施策⑬ 子育て家庭への経済的な支援の充実 （P.69） 

 施策⑬－1 子育てや教育に関する経済的支援  

基本施策⑭ ひとり親家庭への支援 （P.70） 

 
施策⑭－1 相談事業及び自立、就労等支援  

施策⑭－2 経済的支援  

 

■基本目標３ 地域全体で子育ち・子育てを支援します 

 

基本施策⑮ こども・若者の権利の保障 （P.71） 

 
施策⑮－1 こども・若者の権利に関する周知・啓発  

施策⑮－2 こども・若者のまわりの大人に対する情報提供や啓発  

基本施策⑯ 地域における子育て支援ネットワークの充実 （P.72） 

 
施策⑯－1 子育て支援の充実  

施策⑯－2 地域子育てネットワークの強化  

基本施策⑰ 子育てに関する相談体制及び情報発信の充実 （P.73） 

 
施策⑰－1 相談体制の充実  

施策⑰－2 情報発信の充実  

基本施策⑱ こどもの居場所づくりの推進 （P.74） 

 施策⑱－1 こどもの居場所づくり  

基本施策⑲ 安心・安全に子育てができる生活環境の推進 （P.75） 

 
施策⑲－1 犯罪、事故等からこどもを守る取り組み  

施策⑲－2 こどもや子育て家庭にやさしいまちづくり  

基本施策⑳ 共働き・共育てができる社会づくり （P.76） 

 
施策⑳－1 働きながら子育てをしやすい環境づくりの推進  

施策⑳－2 ワーク・ライフ・バランスの推進  
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５．計画の成果指標の設定 

 
 

本計画の計画期間である令和７年度から令和 11年度までの５年間に、基本目標をどれだけ達成できたかを評価

するため、令和６年度に実施したアンケートの結果を踏まえ、以下のように、こどもや子育て当事者の視点に立っ

た目標値を設定します。現状値は、アンケート調査の各年代を合算した値としています。 

 

▼基本目標１ こどもの主体性を育み、健やかで幸せな育ちを支援します 

成果指標 
現状値 

(令和６年度) 

目標値 

(令和11年度) 

「今の生活に満足している」と答えたこどもの割合 
（「５点(満足)」「４点(やや満足)」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ４６の⑫  

61.3％ 70.0％ 

「今の自分のことが好き」と答えたこどもの割合 
（「好き」「どちらかといえば好き」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ４６の⑬  

73.4％ 80.0％ 

「自分の将来について明るい希望を持っている」と答えたこどもの割合  
  （「希望がある」「どちらかといえば希望がある」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ４７の⑭  

78.1％ 80.0％ 

 

▼基本目標２ すべての子育て家庭を切れ目なく支援します 

成果指標 
現状値 

(令和６年度) 

目標値 

(令和11年度) 

「子育てをする上で、気軽に相談できる人や場所がいる／ある」と

答えた保護者の割合 ※アンケート調査結果Ｐ21の②  
95.8％ 100％ 

「子育てが楽しい」と答えた保護者の割合 
（「楽しい」「やや楽しい」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ３０の⑬  

95.1％ 100％ 

「市の子育て環境や支援に満足している」と答えた保護者の割合 
（「５点（満足）」「４点（やや満足）」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ３６の⑳  

28.2％ 35.0％ 

 

▼基本目標３ 地域全体で子育ち・子育てを支援します 

成果指標 
現状値 

(令和６年度) 

目標値 

(令和11年度) 

「市の子育て情報の充足度は十分である」と答えた保護者の割合 
（「十分である」「まあ十分である」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ30の⑭  

67.0％ 80.0％ 

「東かがわ市が好き」と答えたこどもの割合 
（「好き」「どちらかといえば好き」を合わせた割合） ※アンケート調査結果Ｐ４８の⑰  

83.3％ 90.0％ 
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第４章 施策の展開（各論） 
 
 

第３章で示した施策の体系について、それぞれの基本施策の概要、内容を説明します。なお、ここに挙げる施策に

かかる具体的な取り組みは、本計画の別冊「施策体系における取組事業」にまとめています。 

 

■基本目標１ こどもの主体性を育み、健やかで幸せな育ちを支援します 

 
 

＜基本施策①＞質の高い教育・保育の推進 

 

就学前の教育・保育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期のため、こどもが主体的に行動できるよう、

すべてのこどもが質の高い教育・保育を受けることができる取り組みが求められています。 

また、こどもにとって、学校は単に学ぶだけの場ではなく、安全に安心して過ごしながら、他者と関わりながら育

つ、こどもにとって大切な居場所の一つであり、こどもの最善の利益の実現を図る観点から、質の高い学校教育の充

実を図る必要があります。 

就学前の教育・保育（認定こども園などにおける教育・保育）と学校教育（小学校・中学校の教育）は、お互いの

役割と責任を果たし、こどもの発達や学びの連続性を確保するため、就学前の教育・保育と学校教育が円滑に接続す

ることが極めて重要とされています。 

こどもの豊かな育ちと学びを保障できる質の高い就学前の教育・保育と保育士等の資質向上を目指して、こどもた

ちの学習意欲を高め、確かな学力を身に付けるための取り組みや、保育士等の安定的な確保に向けた取り組み、基礎

的・基本的な知識及び技能の習得、思考力・判断力・表現力等の育成、学びに向かう力・人間性の向上を図る指導方

法等の工夫・改善等の取り組みを推進します。 

また、すべてのこどもが、格差なく質の高い学びへと接続できるよう、こどもの発達と学びの連続性を踏まえなが

ら、小中の関係者が連携し、円滑な接続の取り組みを推進します。 

 

施策①－1：就学前教育・保育及び学校教育の質の向上 

 

施策①－2：就学前施設、小学校、中学校の円滑な接続 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇認定こども園において、幼保連携型認定こども園教育・保育要領等に基づき、こどもたちが集団生活を行い、

異年齢間で遊んだりする中で道徳性や社会性を育む取り組みを推進します。 

〇さまざまな研修や交流を通じて、保育士や教員の資質や専門性を高めるための取り組みを行い、効果的な人

材育成に取り組み、教育・保育の質の向上を図ります。 

〇初等教育段階からグローバル化に対応した教育環境づくりを進めるため、小学校における英語教育の充実強

化、中学校における英語教育の高度化等、小・中学校を通じた英語教育の充実を図ります。 

〇こどもの育ちをつないでいくという共通認識の醸成により、就学前の教育・保育の質的向上と学校教育との

円滑な接続を図るため、認定こども園、小・中学校の連携の強化や教職員の交流活動の促進を図り、より充実

した特色ある教育活動ができるよう支援します。 



第４章 施策の展開（各論） 

60 

＜基本施策②＞豊かな学びの推進 

 

こども・若者一人ひとりの特性に配慮しつつ、「確かな学力」や「健康と体力」、「豊かな人間性」等の基礎部分が

形成できるように支援するとともに、自立した個人としての社会性を育むために、こどもたちのさまざまな学びや交

流の機会を充実させます。 

また、こども・若者が文化・芸術等に接する機会はもとより、幼児期から地域に残る伝承文化に親しめる行事等を

通じて、さまざまな人と交流しながら多様な文化的体験を重ね、豊かな感性や創造性、郷土愛を育む取り組みを推進

します。 

 

施策②－1：豊かな人間性、社会性を育む取り組み 

 

 

＜基本施策③＞多様な遊びや体験活動の充実 

 

乳幼児期の育ちには、愛着（アタッチメント）の形成や豊かな遊びと体験が不可欠です。こどもが遊びに没頭し、

身体の感覚を使ったり、友だちや周りの大人と協力しながら、遊びを充実・発展させていくことは、言語や数量など

の理解を促し、創造力や好奇心、自尊心、想像力や思いやり、やり抜く力など社会性を育み、生涯を生き抜く力を得

ることに加え、多様な動きを身に付け、健康を維持することにつながり、ひいては、生涯にわたる幸せにつながりま

す。 

幼児期までが、生涯にわたるウェルビーイング（身体的・精神的・社会的に幸せな状態）の向上にとって最も重要

な時期であることから、こどもたちが多様な経験を積むことができる機会や場所を整備し、多様な遊びと体験を通じ

て豊かな人間性を育むことができるように支援します。 

 

施策③－1：遊びや体験活動の充実 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇様々な文化芸術分野の専門家との交流や文化芸術鑑賞事業等の取り組みにより、豊かな情緒の発達を促し、

文化芸術に対する意識を高めます。 

○次代を担う中学生を海外に派遣し、英語によるコミュニケーションを通して、国際感覚豊かなリーダー的人

材を育成するとともに、交流経験を地域や学校に還元し国際理解教育の充実を図ります。 

〇こどもから出された夢をもとに、それを実現させることを目的に立場の異なる人たちとの意見を交わす、子

ども総合教育会議を開催し、問題解決に対して主体的に関わろうとする意欲や態度を育成します。 

施策の概要 

施策の内容 

〇こどもたちが、講師や学校・学年の違うこどもたちと交流しながら、さまざまな体験を通して、自主性や社会

性を育む機会を提供します。 

〇様々な体験活動や地域住民及び異年齢との交流を図るわくわくチャレンジ教室や、豊かな創造力を養うこと

を目的とした少年少女発明クラブの開催、地域ボランティアや大学・高校等と連携を図り、幅広い体験型の

活動を中心とした土曜日授業の運営など、年齢や発達の程度に応じて、多様な遊びや体験ができる機会や場

の充実を図ります。 
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＜基本施策④＞豊かな心と健やかな体づくりの推進 

 

思春期は、一生のうちでも身体面、精神面の発達や変化が著しい時期であり、この時期の体や心の健康の問題が、

生涯の健康に大きな影響を及ぼします。 

また、こどもたちの食をめぐる状況についても、朝食の欠食や偏食など食生活の乱れを原因とする肥満や生活習慣

病などの健康面での問題や食材の安全性の問題、「孤食」による家族間のコミュニケーション不足など、さまざまな

課題が指摘されています。 

生活習慣が形成されるこどもの頃から、食や自己管理の大切さについて意識づけるような啓発を行い、食育や運動

習慣の定着に向けた取り組みを推進します。 

また、こどもの健やかな成長には、スポーツ活動を通じて元気な体をつくり、生涯にわたり健康に過ごすことが大

切なため、こどもから大人まで楽しみながら体力向上と健康増進を図る取り組みを推進し、地域全体でこどもの心身

のバランスのとれた成長を支援します。 

すべてのこども・若者が、健康や性に関する正しい知識と適切な意思決定や行動選択を得られるよう、ライフステ

ージに応じた健康教育・性教育や思春期保健等の取り組みの充実を図ります。 

 

施策④－1：食育推進及び生活習慣の確立 

 

施策④－2：体力向上に向けた取り組み 

 

施策④－3：思春期保健に関する教育や知識の普及 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇乳幼児期は、「食習慣」を決める第一歩となる大切な時期であることから、給食センターと連携した健やかな

心身の育成に必要な栄養バランスの取れた食事の摂取方法や、食に関する正しい知識と理解を深める指導を

行います。 

○小児生活習慣病予防健診をとおして、児童生徒の食生活や運動習慣の改善などの指導、保健師等による健康

相談等の実施により発育・発達段階に応じた食育を推進し、生活習慣の大切さを意識づけるよう啓発活動を

行います。 

○妊娠期から乳幼児期における健康の保持増進のため、正しい食習慣及び生活習慣が身につくよう、健診や相

談、健康教室の開催等の機会において知識の普及啓発に努めます。 

〇こどもがスポーツを通して楽しみながら健康の増進、体力の向上、豊かな心の育成を図るために、さまざま

なスポーツに親しめる機会と活動の場づくりに取り組みます。 

〇学校を含めた地域全体でこどもの望ましい成長を保障するため、継続した運営を目ざし、地域クラブ活動推

進事業等の取り組み等を推進します。 

〇思春期の健康の保持増進に向け、学校と連携し生活習慣病予防等についての普及啓発を実施します。 

〇児童生徒の発達段階に応じて、性教育に関する正しい知識を身に付けるため、保健、道徳、特別活動、生徒指

導などの教育活動全般を通じた性教育を進めます。 
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＜基本施策⑤＞困難を抱えるこども・若者への支援 

 

いじめや不登校、ひきこもり等、思春期における問題は多様化、深刻化しています。家族の介護その他の日常生活

上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者、いわゆるヤングケアラーの増加が全国的に問題になってお

り、複雑な心情に十分配慮しつつ、福祉、介護、医療、教育等、さまざまな観点からのフォローや、対応にかかる周

知、啓発を行っていく必要があります。 

また、不登校からひきこもりとなるこども・若者も増えており、より長期にわたって社会参加や自立に向けた支援

が必要となるケースもあります。必要な情報を共有し、適切な支援機関や団体と連携するなどの総合的な支援を行う

ため、学校及び関係機関が連携しながら、こども・若者への相談支援を効果的に行う必要があります。 

 

施策⑤－1：ヤングケアラーの支援 

 

施策⑤－2：不登校のこどもの支援 

 

施策⑤－3：児童・生徒の困りごとに対する相談体制の確保 

 

施策⑤－4：自殺予防対策・いじめ防止対策 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇問題が表面化しにくいヤングケアラーについて、本人やその家族を適切な支援につなげるため、理解促進の

ための啓発や相談体制の確保及び周知に努めるとともに、関係機関が連携して、早期発見・把握し、必要な支

援につなげていきます。 

〇不登校の原因はさまざまであり、教育支援センター（ふれんど教室）において、不登校等の問題を抱える児童

生徒の実情を把握した上で、学校や関係機関、家庭と連携を図りながら学校復帰に向けた適切な指導支援体

制の充実を図ります。 

〇社会環境の変化に伴う児童生徒、保護者の悩み、不安などを解消するため、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーなど専門職の効果的な活用を図り、学校だけではなく関係機関との協力・連携に努め、

困りごとに対する相談体制の充実を図ります。 

〇ＳＯＳの出し方や受け止め方に関する自殺予防教育を推進するとともに、学校における相談支援体制の充実

や、教育計画及び学校いじめ防止基本方針に基づく指導の実施等、こども・若者の自殺予防対策・いじめ防止

対策を推進します。 
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＜基本施策⑥＞修学・就労の支援 

 

すべてのこども・若者が、家庭の経済状況にかかわらず、心理的・社会的に発達し、専門性や職業性を身に付け、

将来の夢や希望を抱いて自らの可能性を広げることができるよう、大学等の高等教育機関への修学を支援するととも

に、さまざまな就労支援を行い、若者の夢や希望の実現と社会的・職業的な自立を推進します。 

 

施策⑥－1：高等教育の修学支援 

 

施策⑥－2：若者の就労、移住、定住の支援 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇若者が家庭環境に左右されず、学習機会が保障されるよう、経済的負担の軽減と修学機会を確保するため、

奨学金の貸付を行います。 

〇国の高等教育の修学支援新制度などの周知を図り、学習意欲のあるこども・若者の進学を促進します。 

〇人口減少や少子高齢化の進展に対し、若者の就労、移住、定住の促進や地域活力の維持を図るため、若者住宅

取得補助金制度や新婚等世帯への家賃助成、就労奨励金や奨学金償還支援等の就労初期における経済的負担

の軽減等の支援を行います。 



第４章 施策の展開（各論） 

64 

■基本目標２ すべての子育て家庭を切れ目なく支援します 

 
 

＜基本施策⑦＞妊娠・出産・育児の切れ目ない支援 

 

令和４年の改正児童福祉法では、妊産婦や乳幼児の相談等に対応する子育て世代包括支援センター（母子保健）と、

家庭児童相談等に対応する子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）を統合した機関として、「こども家庭センター」を

設置し、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の充実が求められています。本市においても、こども家庭課内に

「東かがわ市こども家庭センター」を設置し、妊娠・出産、子育て、児童虐待、ヤングケアラー、女性やひとり親な

どに関する相談に応じ、関係機関との連携・調整を図りながら、解決に向けた支援を行っています。 

また、こどもをもちたいと望む家庭への支援や妊娠・出産に関する相談、産後ケア事業の提供体制の確保や養育者

のメンタルヘルスにかかる取り組みを進めるなど、「東かがわ市こども家庭センター」を中心として、産前、産後か

ら子育て期の切れ目のない伴走型支援を行い、安心して子育てができる環境の充実を図ります。 

 

施策⑦－1：母子保健医療体制の確保 

 

施策⑦－2：産前・産後の育児等の支援 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇妊娠への経済的支援や、妊娠届出時の面接相談、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）や、妊産

婦や乳幼児に対する定期的な健康診査及び健康相談、健康教室等、母子保健と医療の連携体制を確保し、妊

娠から出産、子育てまで切れ目なく、健やかな成長、発達を促すための、保健サービス及び子育て情報の提

供、保健師等による専門的な相談支援を行います。 

〇産前・産後の妊産婦の不安の軽減や孤立感の解消を図るため、産科医療機関等で産後ケア事業を実施し、出

産後間もない母親の「からだ」と「こころ」のケアや乳児の育て方等に関する相談支援を行うことにより、母

子の生活を支援します。 

〇子育てに支援を必要とする家庭に、子育て世帯訪問支援事業や養育支援訪問事業等を実施し、育児負担の軽

減や専門的な相談支援を行います。 
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＜基本施策⑧＞親子の育ちの支援 

 

こどもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、親自身、実際に子育てを経験することで、親として成長していく、

いわゆる「親育ち」の過程も核家族化や地域関係の希薄化が進むなか、社会全体で支援していくことが求められてい

ます。 

こどもと親がともに成長する過程において、地域の人々と家庭が寄り添い、子育てに対する負担感や不安感、孤立

感を和らげることを通じて、保護者としての自覚と責任を持ち、子育ての喜びや楽しさが実感でき、自己肯定感をも

ちながらこどもと向き合える環境を整えるとともに、子育ての基盤となるよう家庭の子育て力、教育力を強化する支

援を進めます。 

 

施策⑧－1：親子の成長の支援 

 

施策⑧－2：家庭教育の推進 

 
   

施策の概要 

施策の内容 

〇こどもを生み育てることの意義や大切さを学び、親自身も学び育つことができるよう、親子の関係性や発達

に応じた育児の知識やスキルを学ぶことを目的として、参加型のベビープログラム事業（親子関係形成支援

事業）を実施します。 

〇親子のふれあいの場として、ボランティアによる絵本の読み聞かせ等のブックスタート事業や図書館のおは

なし会など、豊かなつながりの中での家庭の子育て力、教育力の向上へ向けた取り組みを推進します。 

〇家庭におけるこどもの基本的な生活習慣や自立心等を育むための情報提供や、認定こども園・小学校等で家

庭教育学級を開設し、選択制のプログラムとして、ワークショップやネット学習会、人権研修等を実施する

など、豊かな人間性を育む家庭教育が行われるよう支援します。 



第４章 施策の展開（各論） 

66 

＜基本施策⑨＞多様なニーズに応じた保育サービスの充実 

 

経済情勢の変化や女性の社会進出などによる共働き家庭の増加や子育ての心理的な負担感を背景に、保育事業の利

用意向は高い傾向となっており、定期的な教育・保育サービスの提供に加えて、土曜日や日曜日・祝日、長期休業期

間中の教育・保育事業の利用や不定期の教育・保育事業の利用、病児・病後児保育施設等の利用など、緊急時にも対

応可能な多様な保育サービスが求められています。一方で、少子化に伴う保育需要の減少等を見据えながら、需要と

供給のバランスを踏まえ、適切な保育の提供体制を維持していくことが必要となります。 

本市では、全国的な状況と同様に、こどもの人口の減少が進行しているため、地域の人口動態や保育ニーズを適切

に見極めながら、利用実態に即した利用定員の設定、定員の弾力的な運用等、保育の需給バランスの調整により、適

切な保育の提供量の維持と、地域における保育施設等の安定経営・事業継続に向けた取り組みを行います。 

 

施策⑨－1：多様な保育サービスの提供 

 

施策⑨－2：一時的な保育関連サービスの提供 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇多様な保育ニーズに応えるため、通年での待機児童の解消や安定的かつ良質な保育の提供に努めるとともに、

認定こども園と小学校との相互連携の強化や研修の実施、３歳から５歳までのすべてのこどもを対象とした

幼児教育・保育の無償化の適正な運用に取り組みます。 

〇保護者などの就労条件を問わず、一定期間まで保育所等を利用できる「こども誰でも通園制度」について、こ

ども家庭庁において本格実施に向けた議論が開始されています。国での議論の動向を注視し、本市の教育・

保育施設とも協議しながら導入に向けた検討を進めます。 

〇安心して子育てと就業の両立ができるよう、引き続き、認定こども園における、延長保育、病児保育、一時預

かり事業など、弾力的な保育サービスを提供し、多様な保育ニーズに対応します。 

〇子育て家庭を地域で支援する体制として、ファミリー・サポート・センター事業について、広く周知を図り、

利用者間のつながりを広げ、積極的な活用につなげていきます。 

○一時的に家庭での養育が困難な場合に、一定期間、短期入所や夜間養護等を行う、子育て短期支援事業を実

施します。 
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＜基本施策⑩＞児童虐待防止対策の推進 

 

児童虐待相談件数は年々増加しており、保護者の経済的困窮、社会的孤立、養育力の低下、ひとり親家庭の増加等、

こどもを取り巻く社会・家庭環境が多様化・複雑化し、状況に応じた迅速な対応や、未然防止・早期発見の重要性が

増しています。児童虐待の未然防止・早期発見及び適切な支援が効果的に行われるよう、こども家庭センターを中心

に多職種の専門職が相談に応じるなど、こども家庭相談体制を確保するとともに、福祉・保健・教育・医療・地域な

ど、関係機関・団体の連携により、未然防止及び早期発見、対応について、専門的技術に基づいて必要な支援を行い

ます。 

市民に対して、児童虐待防止についての知識の普及や早期発見のための通報への協力の呼びかけを行うなど、児童

虐待防止に関する普及・啓発活動を推進します。 

また、社会的養護が必要なこどもが安心して生活できるよう、児童養護施設や里親等への措置などを行う香川県子

ども女性相談センター（児童相談所）等の関係機関と連携し、適切な養育サポートを行います。 

 

施策⑩－1：こども家庭相談体制の確保 

 

施策⑩－2：関係機関の連携による支援 

 

施策⑩－3：児童虐待防止に関する普及・啓発 

 
   

施策の概要 

施策の内容 

〇こども家庭課内に設置しているこども家庭センターにおいて、こども家庭相談に必要な子ども家庭支援員を

配置し、受容的対応と個別的対応に努め、組織的対応を行います。 

〇認定こども園や放課後児童クラブ、小学校、中学校を定期訪問し、児童虐待の早期発見や未然防止、家庭支援

に向けて関係機関と効果的な連携を図る教育福祉等連携事業を実施し、こどもへのよりよい支援につなげま

す。 

〇こども家庭課を調整機関とした要保護児童対策地域協議会において、必要なときに円滑に関係機関との連携

が図れるよう体制を整え、支援・援助を実施します。 

〇毎年 11月の児童虐待防止推進月間に、児童虐待防止のための広報・啓発活動として、オレンジリボン・パー

プルリボンキャンペーンを行い、市内小中学校へ訪問してのオレンジリボンの配布や児童虐待に関する講話、

認定こども園等への見守りを実施します。 

〇市内の地域のイベントでの啓発や、各施設や医療機関に児童虐待防止に関する周知啓発用のポスターの配布

を行います。 
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＜基本施策⑪＞障がいのあるこどもの成長・発達に応じた支援・保育・教育の推進 

 

障がいや発達に特性のあるこどもや、特別な配慮が必要なこどもの保育や教育ニーズに応えるためには、きめ細か

な配慮と特性に応じたサービスを提供することができる支援体制が必要となります。 

発達が気になる乳幼児に対しては、発達経過を観察し、加配職員を配置する等、早期から個々の障がいの特性や状

況に応じたきめ細かい支援を行い、保護者に対しては、療育相談の充実や専門性の高い支援体制を確保し、認定こど

も園及び療育施設への円滑な移行を図ることが必要です。 

教育段階では、学校施設のバリアフリー化や特別支援教育支援員の配置を行い、障がいのあるこども一人ひとりの

特性を理解した合理的配慮を提供することで、適切な教育環境の整備を図るとともに、障がいのあるこどもと障がい

のないこどもが、できるだけ同じ場で共に学ぶことを目指す、インクルーシブ教育の推進を図るなど、特別支援教育

の充実が求められています。 

障がいや発達に特性のあるこどもや医療的ケア児など、特別な配慮が必要なこどもについて、地域社会への参加、

包容（インクルージョン）を推進し、健全な発達、将来の自立や社会参加のため、関係者の連携体制を強化して適切

な支援、サービスにつなげます。 

 

施策⑪－1：特性や状況に応じた支援 

 

施策⑪－2：障がいに対する理解促進 

 

施策⑪－3：経済的支援 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇乳幼児健康診査や５歳児健診等をとおして、発達特性等による支援が必要な場合は、保健師等が保護者に寄

り添った相談支援を行い、必要時、認定こども園等の関係機関と連携し、適切な相談機関に早期につなぎま

す。 

〇市内にある児童発達支援センターと連携し、障がいや発達に課題のある児童とその保護者に対して、児童の

就園・就学等の節目において、切れ目なく一貫した支援を継続的に行えるよう、体制の充実を図ります。 

〇認定こども園や小学校、中学校において、こどもの発達段階に応じた支援が行えるよう体制を確保します。 

〇学校に就学している障がいのあるこどもに対し、授業の終了後または休業日に、生活能力向上のための訓練、

社会との交流促進の支援等を継続的に提供することにより、こどもの自立を促進するとともに、こどもの居

場所をつくるため、継続して放課後等デイサービス事業等を行います。 

〇こどもの成長や発達に関する講演会を開催し、こどもの特性に応じた適切な支援の重要性について、地域の

理解促進を図ります。 

〇加配職員や特別支援教育支援員等の関係者の資質向上や職務理解を深めるための研修会を行うなど、障がい

に対する理解促進を図ります。 

〇障がいや発達に特性のあるこどもへのより良い支援のための特別支援教育について、すべての保護者の理解

促進が図れるよう努めます。 

〇障がいのあるこどもや保護者に対し、障害児福祉手当や特別児童扶養手当、児童障害者福祉年金等各種手当

の支給や就学費の給付、医療費の助成等を行い、経済的な負担の軽減を図ります。 
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＜基本施策⑫＞こどもの貧困対策の推進 

 

こどもの貧困は、経済的な面だけではなく、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意欲、前向きに生きる気持ちを

含め、こどもの権利を侵害するとともに、社会的孤立にもつながる深刻な課題です。また、家庭の状況がこどもの学

力や体験の機会に影響を与えるなど、教育における格差が問題となっています。 

こどもの貧困対策の推進を図るため、貧困状態にある家庭の経済的支援、保護者やこどもの生活支援や就労支援、

こどもの能力や可能性を伸ばすための教育や学習支援を、本人の置かれた状況を鑑みて、その意見を尊重し、最善の

利益を考慮しながら推進します。 

 

施策⑫－1：教育の支援 

 

施策⑫－2：生活の安定のための支援 

 

 

 

＜基本施策⑬＞子育て家庭への経済的な支援の充実 

 

こどもが生まれてから成人に至るまでには養育費や教育費等、こども一人当たりにかかる費用が大きく、子育て家

庭にとって不安や負担となっています。 

経済的な負担が子育てに影響を及ぼすことがないよう、生活の安定や次代を担うこどもの健やかな成長に資するこ

とを目的に、子育て家庭に対する経済的負担の軽減が求められています。 

国では、こども未来戦略加速化プランによって、令和６年10月から「児童手当」の支給を高校生世代まで拡大し、

所得制限を撤廃し、多子加算の増額等の拡充など、若い世代の所得向上に向けた取り組みを進めており、本市におい

ても、こどもの健全な成長と家庭の安定のために必要な給付事業や助成事業など、子育て家庭の経済的な負担軽減に

つながる支援施策を充実させます。 

 

施策⑬－1：子育てや教育に関する経済的支援 

 

  

施策の概要 

施策の内容 

〇将来の貧困化の防止や、教育の機会均等を保障する観点から、幼児教育・保育の無償化、義務教育段階の就学

援助、高校生等への修学支援により、幼児期から高等教育段階まで切れ目のない教育費負担の軽減を図りま

す。 

〇貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、生活保護受給世帯を含む困窮世帯やひとり親家庭に対して、

生活の安定と児童の健全な育成を図るために、相談支援や家庭の自立を目的とした各種手当の支給等、経済

的支援に取り組みます。 

施策の概要 

施策の内容 

〇児童手当の支給や各種給付・助成・減免制度の普及啓発を始め、こどもの医療費の自己負担額の助成や、幼児

教育・保育の無償化に伴う保育料等の補助、高校生等の修学を支援する奨学金の貸付など、乳幼児期から高

校生まで切れ目のない教育・保育の経済的負担の軽減に取り組みます。 
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＜基本施策⑭＞ひとり親家庭への支援 

 

ひとり親家庭は、仕事と子育ての両方の負担を一人で担わなければならないため、収入、時間、こどもの養育等の

面でさまざまな困難を抱えており、各家庭それぞれの状況に応じて、生活支援、子育て支援、就労支援等に適切に取

り組む必要があります。 

ひとり親家庭が抱える課題や個別ニーズに対応し、社会的に孤立することがないよう、早期から保育、育児の支援

や日常生活支援、就業支援、相談支援など当事者に寄り添った支援を行うとともに、各種手当や助成等の活用を促し、

経済的負担の軽減や生活の自立と安定を図ります。 

 

施策⑭－1：相談事業及び自立、就労等支援 

 

施策⑭－2：経済的支援 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇ひとり親家庭の抱える特有の課題や複雑困難なケースにも対応できるよう、母子・父子自立支援員のスキル

アップや関係機関との連携を強化し、ひとり親家庭の日常生活上の悩みやこどもの養育などに関する相談に

応じます。 

〇自立支援教育訓練給付金や高等職業訓練給付金の支給など親の資格取得の支援を行い、ひとり親家庭の経済

的な自立による生活の安定を図ります。 

〇ひとり親家庭等に対する児童扶養手当の支給や、保険診療にかかる医療費の自己負担額の助成、放課後児童

クラブやファミリー・サポート・センターの利用料等の負担軽減、市営住宅への入居支援など、ひとり親家庭

の自立の助長を促すとともに生活の安定を図っていきます。 
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■基本目標３ 地域全体で子育ち・子育てを支援します 

 
 

＜基本施策⑮＞こども・若者の権利の保障 

 

こどもの最善の利益を守るためには、こども･若者が権利の主体であることを社会全体及び自らが認識し、その柔

軟で多様な価値観に基づく自由な発想を尊重し、こども･若者の今とこれからの最善の利益を図れるよう取り組むこ

とが大切です。また、こども・若者の意見の聴取や、その意見や提案を施策やまちづくりに反映する仕組みを整備し、

反映した結果をフィードバックすることで、さらなるこども・若者の意見表明、参画につなげます。 

また、人権は、すべての人が生まれながらにもっている権利です。すべての人が人権について正しく理解し、一人

ひとりの個性や価値観、多様な文化を認め合い、こども・若者の大切な人権が決して傷つけられることのないよう、

こども・若者に関わり得るすべての大人や広く社会全体に対して、人権に対する理解を深め人権尊重の意識を高める

人権啓発活動を推進します。 

 

施策⑮－1：こども・若者の権利に関する周知・啓発 

 

施策⑮－2：こども・若者のまわりの大人に対する情報提供や啓発 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇すべてのこども・若者に対して、心身の状況や置かれている環境等にかかわらず、その誰もが等しく権利を

保障されていること、自らが権利の主体であることを広く周知します。 

〇こどもの教育、養育の場においては、こどもが自らの権利について学び、自らを守る方法や、困難を抱えると

きに助けを求め、回復する方法を学べるよう、こどもの権利の理解促進や人権教育を推進します。 

〇こども・若者自身が自らの権利を自覚し、意見を積極的に表明して、自分自身に関わる決定プロセスに参加

できるように取り組むことで、こどもたちの声が社会に反映され、より良い未来を築くための基盤をつくり

ます。 

〇こども・若者のまわりの大人に対して、本計画や、その基となるこども基本法、こどもの権利条約の内容に関

して周知・啓発するとともに、こどもの意見表明権の意義について、さまざまな媒体を活用した情報提供や

啓発を推進します。 

〇人権に関する講座や映画の上映、座談会や情報提供等を行う研修会の開催など、あらゆる機会をとらえてこ

ども・若者の人権に関する啓発を推進します。 
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＜基本施策⑯＞地域における子育て支援ネットワークの充実 

 

共働き世代の増加、核家族化などにより、地域社会意識も希薄化し、こどもを取り巻く環境は大きく変貌しており、

顔の見える地域づくりの重要性が見直されています。 

そのような中、すべての子育て家庭が安心と喜びをもって子育てができるよう、地域コミュニティの中でこどもを

育てていく効果的な拠点施設となる地域子育て支援拠点では、親子の交流や総合相談の場としての機能を担い、子育

て世代の不安解消や情報提供を行っており、子育て支援のネットワーク化を促進しています。 

今後も、既存の子育て支援施設の活用を促進し、地域における子育て支援ネットワークづくりに取り組み、安心し

て子育てができる、こどもが安心して過ごせる地域環境を整備します。 

 

施策⑯－1：子育て支援の充実 

 

施策⑯－2：地域子育てネットワークの強化 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇市内すべての認定こども園（６か所）に地域子育て支援センターを設置し、未就園児を子育て中の親子や出

産を控えているマタニティママなどが気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる場を提供し

ます。 

〇今後も職員の資質向上を図り、子育てに関する相談、情報の提供、子育てグループの支援や各種サービスの

提供など、子育て家庭へのサポートを充実していきます。 

〇東かがわこどもひろばでは、子育て家庭が気兼ねなく利用できる居場所として、土・日曜日などに教育支援

センター（ふれんど教室）の空き教室・遊戯室を開放するとともに、保育士が常駐し、遊びの提供、育児相

談、子育てイベントなどを実施して、子育て家庭の身近な交流の場づくりを推進します。 

〇保育教育課やこども家庭センター等の関係行政機関の職員、東かがわこどもひろば、子育て支援センター、

ファミリー・サポート・センター、その他子育て支援団体等で構成される「子育てネットワーク会議」の活動

において、関係者の交流、情報交換、情報発信、子育て支援団体の育成などを行い、地域の関係機関の連携強

化を図ります。 
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＜基本施策⑰＞子育てに関する相談体制及び情報発信の充実 

 

核家族化の進行や隣近所との結びつきの希薄化などにより、保護者が育児不安や孤立感を抱えやすい傾向にあるこ

とから、必要な時に必要な情報が得られることや、安心して気軽に専門性の高い相談ができる環境を整えることが求

められています。 

保護者が安心して子育てができるよう、利用者の目線で子育て家庭に寄り添う相談支援体制を充実させるととも

に、子育てに関する情報が必要としている人に確実に届くよう、きめ細かな情報発信を推進していきます。 

 

施策⑰－1：相談体制の充実 

 

施策⑰－2：情報発信の充実 

 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域こども・子育て支援事業等の関係機関を円滑に利用できるよ

うに、子育て支援コーディネーターが地域子育て支援センターなどを定期的に巡回し、保護者に対する相談

支援や情報提供、必要なサービスや関係機関の利用につなげます。 

○こども家庭センターに配置した保健師及び子ども家庭支援員等がすべての妊産婦や子育て家庭を対象に、相

談や適切なサービスにつなぐ等、関係機関と連携し一体的な支援を行います。 

〇東かがわこどもひろばに地域子育て相談機関を設置し、子育て支援コーディネーターが、相談や情報提供、

助言等必要な支援を行い、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行う利用者支援事業の周知・啓

発を行います。 

〇各地域子育て支援センターのおたよりやイベント案内等の情報配信を行う子育て応援アプリ「母子モ」を運

営しており、未就園児を子育て中の保護者への情報発信を行います。 

〇東かがわこどもひろばでは、ＳＮＳを活用し、居住地やこどもの年齢などに応じた子育てイベント等の情報

が確実に保護者に届き、効果的な情報発信となるよう取り組むとともに、利用者が分かりやすく使いやすい

ものとなるよう、必要に応じて情報発信方法の見直しを行います。 
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＜基本施策⑱＞こどもの居場所づくりの推進 

 

国では、誰一人取り残さず、こども・若者の視点に立った多様な居場所づくりが行われるよう、令和５年 12月に

「こどもの居場所づくりに関する指針」を策定し、市町村に対して、こども・若者の声を聴きながら、こどもの居場

所づくりを計画的に推進することを求めています。 

こどもの居場所が必要とされる背景について「居場所がないことは孤独・孤立の問題と深く関係しており、こども

が生きていく上で居場所があることは不可欠」とした上で、「こども・若者が過ごす場所・時間・人との関係性全て

が、こども・若者にとっての居場所になり得る」としました。 

就労している保護者が増加している中、こどもを安心して預けられる居場所として、放課後児童クラブ（学童保育）

のニーズは高いため、受入体制の充実を図る必要性が見てとれます。 

こども・若者が放課後や長期休業中などに、学習支援や食事の提供など明確な目的のある居場所を始め、安心して

過ごせたり、ゆるやかな交流の中で気の合う仲間づくりができるよう、こども・若者の視点に立った居場所づくりを

推進するため、こども・若者・家庭・地域・教育関係者・行政が協働して進めるための仕組みづくりに取り組みます。 

 

施策⑱－1：こどもの居場所づくり 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇こどもの居場所（こども食堂、学習支援、自由な居場所）を運営する団体に対し、その経費の一部を補助する

ことにより、地域のこどもたちに食事及び交流の場を提供する取り組みについて、継続した地域に根差した

活動となるよう支援します。 

〇保護者の就労などで放課後に適切な保育が受けられないこどもが、安心・安全に過ごせるよう、放課後児童

クラブ（学童保育）を運営し、待機児童を生じさせない安定した受入れ体制を確保します。 

〇こども・若者の居場所となっている学校や教育支援センター（ふれんど教室）、図書館などの社会教育施設等

について、より良い居場所となるよう取り組みます。 
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＜基本施策⑲＞安心・安全に子育てができる生活環境の推進 

 

全国的にこどもたちが犯罪や事故に巻き込まれる悲惨な事件は後を絶たず、こどもたちの安全を守るため、家庭・

地域・行政・学校・関係団体等が連携し、地域におけるこどもの見守り機能の強化等の対策を進める必要があります。 

また、スマートフォン等の普及により、インターネットを悪用した犯罪やインターネット上の有害情報の氾濫など、

こどもだけでは防ぐことが難しい問題があることから、こどもたちの豊かな心を育むため、有害情報からこどもたち

の身を守る取り組みが求められています。 

また、すべての人にやさしいユニバーサルデザインの視点に立ち、こどもや妊産婦、ベビーカー等を利用する乳幼

児連れの保護者がいつでも安全・安心・快適に移動できるよう、道路や公園、公共施設における段差解消等のバリア

フリー化や安全で快適な歩行者空間を確保することが求められています。 

こどもの生命を守り、犯罪被害や事故からの安全を確保することが、すべてのこどもが健やかに育つための大前提

であるとの認識の下、こども・若者が、犯罪、事故、災害等から自分や周りの人の安全を守ることができるよう、安

全教育・防災教育や情報モラル教育を推進するとともに、道路や公園、公共施設等のバリアフリー化等の取り組みを

関係機関や地域・学校が連携して実施するなど、安心・安全に子育てができる生活環境の推進を図ります。 

 

施策⑲－1：犯罪、事故等からこどもを守る取り組み 

 

施策⑲－2：こどもや子育て家庭にやさしいまちづくり 

 
  

施策の概要 

施策の内容 

〇こどもＳＯＳ看板の設置や青パトによる巡回を行う少年育成センター事業、地域ボランティアによる登下校

時の見守り活動等、地域におけるこどもの見守り活動の強化を図ります。 

〇認定こども園や小・中学校と連携した防災・防犯教育の推進を図ります。 

〇犯罪被害からこども・若者を守るための啓発について、関係機関と連携した取り組みを推進します。 

○通学路交通安全プログラムに基づき、こどもたちが安全に通学できるように関係機関の連携による交通安全

総点検を実施し、危険箇所の改善や整備を行います。 

〇妊産婦に対して、周りの人が気づかいを示しやすくするためのマタニティマークの普及啓発に努めます。 

〇市内のＪＲの駅区間の通学定期券の所持者を対象とした路線バスが無料利用できる事業や、こどもや子育て

家庭の遊び場として公園施設等の整備や充実を図ります。 
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＜基本施策⑳＞共働き・共育てができる社会づくり 

 

男女がともに子育てに参加するためには、長時間労働の是正や男性も含めた育児休業の取得促進など、男女が共同

して子育てをしやすい雇用環境を整備する必要があり、そのためには、事業主が積極的に雇用環境の整備に取り組ま

なければなりません。 

また、仕事、家庭や地域生活、個人の自己啓発などのさまざまな活動について、人生の各ステージに応じて自らが

希望する生き方を選択できるよう、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた取り組みを、社

会全体の運動として広げていくことが大切です。 

共働き世帯が増える中、子育て当事者の女性と男性がともに、こどもと過ごす時間をつくることができたり、仕事

などで自己実現を図りつつ相互に協力しながら子育てをすることができ、それを職場が応援し、地域社会全体で支援

する、共働き・共育てができる社会づくりを目指します。 

 

施策⑳－1：働きながら子育てをしやすい環境づくりの推進 

 

施策⑳－2：ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 
   

施策の概要 

施策の内容 

〇夫婦が互いに協力しながら子育てをし、それを職場が応援し、支援する社会をつくるため、子育てしやすい

就労環境づくりが事業所・企業サイドでも推進されるよう、子育て世代の労働時間の短縮や育児休業制度の

普及、出産後の再就職のための支援対策、育児休業取得促進に向けた補助金交付などについて、事業所・企業

に対する意識啓発を図ります。 

〇ワーク・ライフ・バランスに関するパネル展の開催や企業に対する啓発チラシの配布等、男女がともにワー

ク・ライフ・バランスを実現できるよう、県や企業と連携し、長時間労働の是正等の働き方の見直しや、育児

休暇等を取得しやすい職場環境づくりに向けた働きかけを行います。 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

 

１．子ども・子育て支援法に基づく制度の概要 

 
 

子ども・子育て支援新制度における給付は、「子ども・子育て支援給付」と「地域子ども・子育て支援事業」の２

つに大きく分かれており、子ども・子育て支援給付は、さらに教育・保育給付の「施設型給付」及び「地域型保育給

付」と現金給付の「児童手当」に分かれます。 

令和４年の児童福祉法改正（令和６年４月施行）により、地域こども・子育て支援事業として、「子育て世帯訪問

支援事業」、「児童育成支援拠点事業」、「親子関係形成支援事業」等が新たに創設され、令和８年度から子ども・子育

て支援法に基づく新たな給付（乳児等のための支援給付）として、「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）」

が新たに創設される予定です。 

 

▼教育・保育給付 

種類 対象事業 

施設型給付 幼稚園、保育所、認定こども園 

地域型保育給付 小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 

▼地域子ども・子育て支援事業 

事業名 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター・こどもひろば） 

③妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査） 

④乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

⑤養育支援訪問事業 

⑥子育て短期支援事業 

⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

⑧一時預かり事業（幼稚園型・一般型） 

⑨延長保育事業（時間外保育事業） 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

⑭子育て世帯訪問支援事業（子育てホームヘルプサービス事業）＜新規＞ 

⑮児童育成支援拠点事業＜新規＞ 

⑯親子関係形成支援事業＜新規＞ 

⑰妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業＜新規＞ 

⑱乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）＜新規＞ 

⑲産後ケア事業＜新規＞ 
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２．教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定 

 
 

子ども・子育て支援法では、「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」を提供する区域（以下「教育・保育

提供区域」という。）を定め、当該区域ごとに「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされてい

ます。 

区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・

保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者やこ

どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を定めることとなっています。 

本市においては、効率的な資源の活用を可能とし、市内のニーズを柔軟に吸収できるよう、教育・保育提供区域を

市内全域（１区域）に定めます。 

 

 
 

３．量の見込みの算出について 

 
 

本市では、国が示す基本指針に即して、ニーズ調査の結果をもとに、市町村子ども・子育て支援事業計画における

『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方（改訂版Ver２）』（令和６

年 10月・こども家庭庁）に準じて、幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出を行

いました。 

 

 
 

４．各年度における教育・保育の量の見込み及び確保方策 

 
 

認定こども園の教育・保育については、こどもの年齢や保育の必要性の状況に応じて、以下の３区分にそれぞれ認

定し実施することとなります。 

 

認定区分 対象者 利用できる施設 

１号認定 満３歳以上で、教育を希望する（保育の必要性なし）こども 認定こども園 

２号認定 満３歳以上で、保育の必要性の認定を受けたこども 認定こども園 

３号認定 満３歳未満で、保育の必要性の認定を受けたこども 認定こども園 
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（１）教育・保育の量の見込み及び確保方策 

就学前児童数の推移、ニーズ調査から算出した教育・保育の利用意向や就労希望等により、保育必要性の認定区分、

年齢区分に応じた計画期間における各年度の量の見込みを定め、提供体制の整備を図ります。 

また、障がい児・外国につながるこども等、特別な支援が必要なこどもが教育・保育を利用する際には、それぞれ

の事情に応じた対応ができるよう、丁寧な支援に取り組みます。 

 

①教育の事業量の見込み 

【１号認定：３～５歳】 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

推計人口 375 344 328 287 266 248 

①量の見込み 38 30 

 

26 

 

24 

 

22 

 

20 

 ②確保方策 
認定こども園 155 155 155 155 155 155 

計 155 155 155 155 155 155 

②－① 117 125 129 131 133 135 

事業内容 認定こども園 提供体制 認定こども園６か所（令和６年10月現在） 

確保方策 
◇現状において今後、需要が増加しても対応できる定員は確保されており、既存の提供体制に

おいて必要となる定員を確保していきます。 

②保育の事業量の見込み 

【２号認定：３～５歳】 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

推計人口 375 344 328 287 266 248 

①量の見込み 345 327 302 274 249 225 

②確保方策 
認定こども園 308 308 308 308 308 308 

計 308 308 308 308 308 308 

②－① ▲37 ▲19 6 34 59 83 

事業内容 認定こども園 提供体制 認定こども園６か所（令和６年10月現在） 

【３号認定：１～２歳】 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

推計人口 204 176 163 165 158 152 

① 量の見込み 170 146 133 118 100 83 

②確保方策 
認定こども園 233 223 223 223 223 223 

計 233 223 223 223 223 223 

②－① 63 77 90 

 
105 123 140 

事業内容 認定こども園 提供体制 認定こども園６か所（令和６年10月現在） 
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【３号認定：０歳】 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

推計人口 75 82 77 75 71 69 

①量の見込み 41 15 13 11 9 7 

②確保方策 
認定こども園 69 69 69 69 69 69 

計 69 69 69 69 69 69 

②－① 28 54 56 58 60 62 

事業内容 認定こども園 提供体制 認定こども園６か所（令和６年10月現在） 

確保方策 

◇少子化が進み、全体としては量の見込みは減少傾向となる見込みですが、依然として年齢や

地域によって需要に差が見込まれるため、既存施設の定員適正化を図り、引き続き、待機児

童ゼロを目指します。 

◇慢性的な人材不足の現状を踏まえ、県等と連携しながら、新卒や潜在保育士等への働きかけ

により人材の確保に努めます。 

 

（２）教育・保育の量の一体的提供及び推進体制の確保 

認定こども園は、幼稚園と保育所の機能をあわせ持ち、保護者の就労状況や働き方の変化等によらず、柔軟にこど

もを受け入れることができる施設です。中でも幼保連携型認定こども園は「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」

に基づき、幼児期の教育と保育を一体的に提供していく施設であり、「幼稚園教育要領」に基づき教育を行う幼稚園、

「保育所保育指針」に基づき保育を実施している保育所とともに、子ども・子育て支援新制度においても特定教育・

保育施設として幼児期の教育・保育を担う重要な施設です。 

認定こども園には、幼保連携型以外にも、幼稚園型、保育所型、地方裁量型といった類型があり、それぞれの特性

を生かして、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な幼児期の教育・保育を担っており、認定こども園の推進、普

及はこどもの健やかな育ちを支える上で、重要であると考えられます。 

本市では、幼保一体型施設については、令和６年度現在、幼保連携型認定こども園が４園、保育所型認定こども園

が２園となっており、新たなカリキュラム等の策定や、認定こども園間において、教職員の交流を推進し、教育・保

育の一体的な提供の推進を図ります。 

また、乳児期から小学校就学前までの発達段階に応じたより質の高い教育・保育の提供に努めるとともに、小学校

との情報交換や連携を密にし、円滑な接続を図っていきます。 

 

（３）産前産後の休業、育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

保護者が産休・育児休業明けの保育を希望する時期に、円滑に教育・保育施設等を利用できるよう、休業中の保護

者に情報提供するとともに、保護者の就労状況やその変化に柔軟に対応し、待機児童が生じない体制の整備を進めま

す。 
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５．各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

 
 

「地域子ども・子育て支援事業」は、子ども・子育て支援法で事業が定められており、市町村が地域のこども・子

育て家庭の実情に応じて実施する事業です。 

それぞれの事業の特性を考慮して、計画期間における各年度の適切な量の見込みを定め、提供体制の整備及び質の

向上に努めます。 

 

（１）利用者支援事業 

 

子育て家庭や妊産婦に対し、身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用について相談に応じ、

必要な情報提供や助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整を行い円滑に利用できるよう身近な立場で支援する

事業です。 

 

◇基本型及び地域子育て相談機関については、地域子育て支援拠点に子育て支援コーディネーターを配置し、子育て

についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。 

◇特定型については、今後の必要性に応じて、実施を検討していきます。 

◇こども家庭センター型については、こども家庭課内に設置し、児童福祉及び母子保健が教育機関と連携し、情報共

有しながら一体的な相談支援を行います。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 実施施設数(箇所) 2 3 3 3 3 3 

②確保方策 

基本型 1 1 1 1 1 1 

地域子育て相談機関 0 1 1 1 1 1 

特定型 0 0 0 0 0 0 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 1 

②－① 0 0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター・こどもひろば） 

 

認定こども園等の地域の身近な場所で、子育て中の親子や出産を控えているマタニティママなどが気軽に集い、相

互交流や子育ての不安や悩みを相談できる場を提供するとともに、地域の子育て関連情報の提供や、子育てに関する

講習などを実施する事業です。 

 

◇令和６年度現在、市内６か所で事業を実施しており、需要増に対応できる体制は確保されています。 

◇東かがわ市子育てネットワーク会議において、連携・情報共有を図り、地域の身近な相談窓口として十分機能する

よう従事者の確保及び資質向上を図るとともに、事業の内容の充実や周知・啓発を行います。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 2,636 2,517 2,432 2,432 2,381 2,343 

②確保方策 実施箇所数(箇所) 6 7 7 7 7 7 

 

 

（３）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査） 

 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実

施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

 

◇産科医療機関等（助産所含む）に委託して事業を実施しており、妊婦の健康管理を図り、安心・安全な出産に資す

る重要な事業です。引き続き、妊婦健康診査受診票 14 枚（多胎の場合は 19 枚）を妊娠届出時に交付するととも

に、健診の重要性や費用の助成制度について一層の周知・啓発を行います。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 健診受診数(人回) 950 1,148 1,078 1,050 994 966 

②確保方策 健診受診数(人回) 950 1,148 1,078 1,050 994 966 

②－① 0 0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を保健師又は助産師が訪問し、育児に関する不安や悩みの傾聴、子育て

支援に関する情報提供、乳児及びその保護者の心身の様子や養育環境の把握を行い、支援が必要な家庭に対し適切な

サービスの提供につなげる事業です。 

 

◇こども家庭課の保健師が家庭訪問を行っており、早期から適切な育児支援が受けられるよう、出産後にすべての家

庭を訪問し、育児不安の軽減を図り、不安に寄り添った支援を行います。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 0 歳児推計人口(人) 85 82 77 75 71 69 

②確保方策 訪問家庭数(人) 85 82 77 75 71 69 

②－① 0 0 0 0 0 0 

 

 

（５）養育支援訪問事業 

 

児童の養育について虐待防止や育児不安を抱えているなど、養育支援が特に必要とされる家庭に対して、その居宅

を訪問し、適切な養育に向けた指導・助言や相談支援を行う事業です。なお、令和４年児童福祉法改正より「子育て

世帯訪問支援事業」が創設され、養育支援訪問事業の家事・育児支援が同事業に移行されたことにより、令和６年度

から、養育支援訪問事業は専門相談に特化しました。 

 

◇児童虐待防止や予防、早期発見のため、関係機関と連携強化を図り、養育支援が必要な家庭の把握に努め、適切な

支援につなげていきます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 対象者数(人) 1 1 1 1 1 1 

②確保方策 訪問家庭数(人) 3 1 1 1 1 1 

②－① 2 0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（６）子育て短期支援事業 

 

保護者の出産や疾病その他の理由により、家庭においてこどもの養育が一時的に困難になった場合に、児童養護施

設等にこどもを預けて必要な養育又は保護を行う事業です。 

 

◇令和６年度現在、児童養護施設２か所において事業を実施しています。 

◇受け入れ施設の空き状況や疾病有無等で利用できない場合もありますが、体制は確保されており、支援を必要とす

る保護者の把握及び利用勧奨を行います。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 5 5 5 5 5 5 

②確保方策 
延べ人数(人日) 5 5 5 5 5 5 

実施施設数(箇所) 2 2 2 2 2 2 

②－① 0 0 0 0 0 0 

 

（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者で、こどもの預かり・送迎等の援助を受けることを希望する者

（おねがい会員）と当該援助を行うことを希望する者（まかせて会員）との相互援助活動（有償ボランティア活動）

に関する連絡・調整を行う事業です。 

 

◇東かがわ市社会福祉協議会に委託して、事業を実施しており、就学前児童も含めた利用ニーズに対応できるよう、

まかせて会員の確保のための取り組みや、会員の資質向上を図るための研修会や会員同士の交流会を行うなど、連

携した事業の活性化に努めます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 272 300 284 268 253 239 

②確保方策 延べ人数(人日) 600 600 600 600 600 600 

②－① 328 300 316 332 347 361 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（８）-Ⅰ 一時預かり事業（幼稚園型） 

 

認定こども園等に在籍する１号認定のこどもについて、保護者の就労などの理由がある場合は通常の教育時間の前

後や長期休業日等に、当該認定こども園で一時的に預かる事業です。 

 

◇多様化する保護者のニーズに対応した提供体制の確保に向けて取り組んでいきます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 10 10 10 10 10 10 

②確保方策 
延べ人数(人日) 100 100 100 100 100 100 

実施施設数(箇所) 4 4 4 4 4 4 

②－① 90 90 90 90 90 90 

 

 

（８）-Ⅱ 一時預かり事業（一般型） 

 

保護者の短時間就労、傷病、冠婚葬祭、育児リフレッシュ等の理由により、一時的に家庭での保育が困難になった

乳幼児について、主として昼間に、認定こども園等で一時的に預かり、必要な保育を行う事業です。 

 

◇一般型の一時預かりについては、令和６年度現在、市内の認定こども園４か所で実施しており、月15日を上限（週

３回程度を目安）にこどもを受け入れる体制は概ね確保されています。 

◇保育士の確保等による事業実施施設の運営負担の軽減を図り、提供体制の充実につなげます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 816 720 677 636 598 562 

②確保方策 
延べ人数(人日) 720 720 720 720 720 720 

実施施設数(箇所) 4 4 4 4 4 4 

②－① ▲116 0 43 84 122 158 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（９）延長保育事業（時間外保育事業） 

 

保育認定を受けたこどもが、保護者の勤務条件や家庭の事情等により、利用時間以外の時間に保育を必要とする場

合に、認定こども園等において保育を実施する事業です。 

 

◇令和６年度現在、市内の認定こども園６か所で実施しています。 

◇需要に対応できる体制は確保されていますが、利用者数は増減を繰り返しながら推移しており、保護者の就労形態

の多様化に対応するため、時間外保育にあたる人材（保育士）の継続的な確保に努めます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 利用者数(人) 78 93 85 77 68 60 

②確保方策 
利用者数(人) 120 120 120 120 120 120 

実施箇所数(箇所) 6 6 6 6 6 6 

②－① 42 27 35 43 52 60 

 

（10）病児・病後児保育事業 

 

普段は認定こども園・小学校に通っているこどもが、病気や病気の回復期に、集団教育・保育が難しく、かつ保護

者が就労等により家庭での保育が困難な場合に、病院・認定こども園等に付設された専用スペースにおいて、一時的

に保育及び看護ケアを行う事業です。 

 

◇令和６年度現在、チャイルド・ケアーシステム・エムとけいあいこども園の病後児保育室ほほえみの２か所で実施

しています。 

◇近隣の類似施設の利用も含めて見込み量に対応できる体制は確保されており、現在の提供体制を維持しつつ、利用

実績に鑑みて、より多くの利用が図られるよう、更なる事業周知を図っていきます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 296 350 331 313 295 279 

②確保方策 
延べ人数(人日) 350 350 350 350 350 350 

実施箇所数(箇所) 2 2 2 2 2 2 

②－① 54 0 19 37 105 121 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後に小学校内の専用教室等において居場所を提

供し、放課後の生活の場や遊びの場として児童の健全な育成を図る事業です。 

 

◇放課後を安全・安心に過ごせる場所として、小学生を対象に、市内３か所で放課後児童クラブを開設しており、希

望者全員を受け入れられる定員は確保できています。 

◇今後も、社会状況の変化に伴う利用児童の増加に対応できるよう、各施設の面積や人員配置等の基準を踏まえなが

ら弾力的に運用し、各学校との連携協力体制の強化や近隣公共施設等との調整を行いながら、受入れ体制を整備し

ていきます。 

◇放課後児童支援員等の人員確保と資質の向上を図るため、民間事業者のノウハウを活用し、良質なサービスを提供

するとともに、国庫補助制度を活用した処遇改善に努めます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 

登録児童数(人) 496 444 415 391 363 333 

うち、低学年(人) 337 302 282 266 247 226 

うち、高学年(人) 159 142 133 125 116 107 

②確保方策 

利用可能数(人) 520 480 480 480 480 480 

実施箇所数(箇所) 
3 

(13) 
3 

(12) 
3 

(12) 
3 

(12) 
3 

(12) 
3 

(12) 

②－① 24 36 65 89 117 147 

※実施箇所数について、上段は施設数、( )内はクラブ数 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、市が定める基準に該当する場合、特定教育・保育等を受けた際に、日用品、

文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入費用や行事参加費用等の助成を行う事業です。 

 

◇今後、地域の実情や需給の状態を十分に把握したうえで実施を検討します。 

 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の技術、手法、経験等を

活用し、特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

◇今後の必要性に応じて、実施を検討していきます。 

 

 

（14）子育て世帯訪問支援事業（子育てホームヘルプサービス事業）<令和４年児童福祉法改正により新設>  

 

家事や子育て等に対して不安や負担を抱えた子育て家庭や妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭に訪問支援員が訪

問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境

を整え、虐待リスクの高まりを未然に防ぐことを目的とした事業です。 

 

◇東かがわ市社会福祉協議会に委託して、事業を実施しており、令和６年４月より、これまでの「子育てホームヘル

プサービス事業」の対象者を拡大し、「子育て世帯訪問支援事業」として、子育て家庭や妊産婦、ヤングケアラー

がいる養育環境を整える必要がある家庭を対象に、家事や育児支援等を実施します。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日) 40 20 19 19 18 17 

②確保方策 延べ人数(人日) 40 20 19 19 18 17 

②－① 0 0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（15）児童育成支援拠点事業 <令和４年児童福祉法改正により新設> 

 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、学校や家庭以外で児童の居場所となる場

を開設し、児童とその家族を取り巻く多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援等

を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた

支援を行う事業です。 

 

◇令和６年度現在、本事業の実施はありません。地域の実情を把握しながら、支援を必要とするこどもに対しては、

関係機関と連携し、包括的な支援を行います。 

 

 

（16）親子関係形成支援事業 <令和４年児童福祉法改正により新設> 

 

こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者やそのこどもに対して、講義やグループワーク、ロ

ールプレイ等を通じて、こどもの心身の発達状況等に応じた情報提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩み

や不安を抱える保護者同士が相互に相談・共有、情報交換ができる場を設けるなど必要な支援を行う事業です。 

 

◇こどもとの関わり方や親子の関係性等に不安を抱えている保護者に、こどもとの関わり方を学ぶ場として、また、

同じ悩みや不安を抱える保護者同士の情報交換ができる場として実施することで、親子間の適切な関係の形成支援

に努めていきます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 実人数(人)  12 11 11 10 10 

②確保方策 実人数(人)  12 11 11 10 10 

②－①  0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 
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（17）妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業 <令和６年子ども・子育て支援法改正により新設> 

 

妊娠期からの切れ目ない支援を行うため、妊婦のための支援給付と妊婦やその配偶者等に対して保健師等による面

談や継続的な情報発信、相談（伴走型相談支援）を行う事業です。 

 

◇出産・育児等の見通しを立てることができるよう、こども家庭課の保健師が面談等を実施し、妊娠届出時から寄り

添い、相談に応じ、関係機関と情報を共有しながら必要な支援につなげます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 面談実施合計回数(回)  243 228 222 211 205 

②確保方策 面談実施合計回数(回)  243 228 222 211 205 

②－①  0 0 0 0 0 

 

（18）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）<令和６年子ども・子育て支援法改正により新設> 

 

認定こども園等に通所していない０歳６か月～２歳のこどもを対象に、認定こども園等において一時的な預かりを

行い、適切な遊びや生活の場を確保するとともに、保護者との面談を通じて、乳児・児童及び保護者の心身の状況や

養育環境を把握し、子育てに関する助言や情報提供等の援助を行う事業です。 

月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟な利用が可能な「乳児等のための支援給

付（こども誰でも通園制度）」が新たに創設され、令和８年度から本格実施されます。 

 

◇量の見込みに対応した定員を確保することを基本としつつ、実際の保護者ニーズが、計画で定める量の見込みと比

較して大きく変動した場合には、実際の保護者ニーズに応じた提供体制の確保に努めます。 

◇孤立感や不安感を抱えながら子育てを行っている保護者の負担感の軽減につなげるとともに、在宅のこどもが家庭

とは異なる経験や家族以外の人と関わる機会を得ることができるよう、事業の周知や体制の整備に努めます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 延べ人数(人日)   6 6 8 8 

②確保方策 延べ人数(人日)   6 6 8 8 

②－①   0 0 0 0 

 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 

事業の概要 

提供体制・確保方策 



第５章 子ども・子育て支援事業計画 

91 

（19）産後ケア事業 <令和６年子ども・子育て支援法改正により新設> 

 

出産後１年未満の産婦が、産後に家族等から十分な家事や育児などの支援が受けられず、心身の不調や育児不安の

ある方などに対して、助産師や看護師等の専門職が授乳指導や乳房のケア、育児指導、傾聴等サポートを行う事業で

す。 

 

◇産科医療機関等（助産所含む）に委託し、実施医療機関等の確保を図るとともに、利用勧奨を行うことで、必要な

時期に、産後の心身のケアや育児のサポートを受けられるよう努めます。 

 

 

実績(見込) 本計画期間 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

①量の見込み 
実人数(人) 35 33 31 31 29 28 

延べ人数(人日) 120 133 125 122 116 112 

②確保方策 
実人数(人) 35 33 31 31 29 28 

延べ人数(人日) 120 133 125 122 116 112 

②－① 0 0 0 0 0 0 
  

事業の概要 

提供体制・確保方策 



第６章 計画の推進に向けて 

92 

第６章 計画の推進に向けて 

 

１．計画の推進体制 

 
 

（１）推進体制の確立 

本計画は、こども・若者施策の総合的な計画として、教育・保育事業をはじめ、福祉、保健・医療、防災・防犯、

労働、生活環境等広範囲にわたるものであり、計画の推進にあたっては、市だけではなく、家庭、地域、認定こども

園と学校、市民活動団体、企業等がそれぞれの立場でその役割を我が事として認識し、相互に連携を図り、また、こ

どもや若者等の意見を取り入れながら「こどもまんなか社会」の実現に向けて、計画を円滑に推進していきます。 

 

（２）国・県との連携 

本計画に関わる施策について、国や県との連携を積極的に図るとともに、国や県の最新の法令や施策等を常に把握

しつつ推進していきます。 

また、地方公共団体の責務として、住民のニーズを的確に把握しながら、福祉、保健・医療、教育、就労・雇用等

のさまざまな制度の改革と充実に努めるため、国や県に対して積極的に提言や要望を行うとともに、行財政上の措置

を要請していきます。 

 

（３）広報・啓発による推進 

各主体がこども・若者・子育て支援に主体的に取り組めるよう、計画の基本理念や基本目標、施策内容の広報、啓

発に努めるとともに、支援が必要な人へ適切な情報が届くように、市のホームページや広報、ＳＮＳやパンフレット

等を活用し、きめ細かな情報提供に努めます。 

 

２．計画の進行管理 

 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課を中心に具体的施策や事業の進行状況について把握するとと

もに、「東かがわ市子ども・子育て会議」において、施策や事業の実施状況について点検、評価、見直しを行い、こ

れに基づいて対策を実施するものとします。 

なお、「教育・保育及び地域こども子育て支援事業の量の見込みと確保方策」については、年度ごとに量の見込み

と確保方策を示していることから、年度ごとに進捗状況を管理し、利用者の動向等を鑑みながら、計画における量の

見込みと大きく乖離が生じた場合には、適切な基盤整備を行うため、必要な見直しを行い、翌年度の事業展開に活か

していくものとします。また、中間年次となる令和９（2027）年度に計画の見直しを行うものとします。 

計画期間の終期には、第３章「５．計画の成果指標の設定」で定める成果指標に基づき、計画の達成度を評価しま

す。 
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第７章 資料 

 

１．東かがわ市子ども・子育て会議条例 

 
 

平成25年６月26日条例第15号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第72条第１項の規定に基づき、東かが

わ市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、法第72条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 会議は、委員12人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 法第６条第２項に規定する保護者 

(２) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(４) 公募による者 

(５) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長１名を置く。 

２ 会長は、委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は、会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 会長は、会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は

関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（令和５年３月３日条例第７号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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２．東かがわ市子ども・子育て会議委員名簿 

 
 

（任期：令和5年11月1日～令和 7年10月31日） 

区分 機関・団体等 氏名 備考 

会 長 高松大学名誉教授 佐竹  勝利  

副会長 
社福）恵愛福祉事業団 

けいあいこども園副園長 
小嶋 知代子  

委 員 認定しろとりこども園保護者会会長 松下  莉緒 令和６年８月１日から 

委 員 
東かがわ市立こども園 

ＰＴＡ連絡協議会会長 
櫻木  裕大 

令和６年８月１日から 

大内こども園ＰＴＡ会長 

委 員 
東かがわ市 

ＰＴＡ連絡協議会会長 
六車  鉄平 

令和６年８月１日から 

引田小学校ＰＴＡ会長 

委 員 
社福）東かがわ市社会福祉協議会 

事務局長 
松家  康則  

委 員 
東かがわ市教育委員会  

教育委員 
安冨  安代  

委 員 
東かがわ市立小学校長会 

東かがわ市立大内小学校長 
笠石  裕子 令和６年４月１日から 

委 員 
東かがわ市民生委員児童委員協議会 

連合会理事 主任児童委員 
入谷  厚子  

（順不同、敬称略） 
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３．こども基本法・こども大綱の概要 

 
 

（１）こども基本法の概要 

「こども基本法」は、こどもに関する様々な取り組みを講ずるに当たっての共通の基盤として、こども施策の基本

理念や基本となる事項を定めた包括的な基本法です。同法の目的や基本理念については、以下の内容となっています。 

▼こども基本法の目的 

 

▼こども基本法の基本理念 

 
 
 

（２）こども大綱の概要 

「こども大綱」は、こども基本法第９条に定められたもので、少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進

法、子どもの貧困対策の推進に関する法律に準拠したものであり、大綱の目指す方向性や基本的な方針、こども施策

に関する重要事項等については、以下の内容となっています。 

 
▼こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

 

▼こども施策に関する基本的な方針 

 

日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎

を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の

擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、こども施策を総合的に推進する。 

１ 全てのこどもについて、個人として尊重される、その基本的人権が保障されるとともに、差別的取扱いを受けることがないよ

うにすること 

２ 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され保護されること、その健やかな成長及び

発達並びにその自立が図られることその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にのっとり教育

を受ける機会が等しく与えられること 

３ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様

な社会的活動に参画する機会が確保されること 

４ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、最善の利益が優先して考慮されること 

５ こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、これらの者

に対してこどもの養育に関し十分な支援を行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境

を確保することにより、こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること 

６ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること 

「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯に

わたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にか

かわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送

ることができる社会のこと。 

１ こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の

利益を図る 

２ こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めていく 

３ こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する 

４ 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せな状態で成長できるようにする 

５ 若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育てに

関する希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む 

６ 施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する 
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▼こども施策に関する重要事項 

 

 

 

▼こども施策を推進するために必要な事項 

 

 

１ ライフステージを通した重要事項 

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有 

（２）多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

（４）こどもの貧困対策 

（５）障害児支援・医療的ケア児等への支援 

（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 

（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組 

２ ライフステージ別の重要事項 

（１）こどもの誕生前から幼児期まで 
○妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保 

○こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

（２）学童期 （小学生年代） から思春期 （中学生年代からおおむね18歳まで） まで 
○こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等 ○居場所づくり 

○小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実 

○成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育 

○いじめ防止  ○不登校のこどもへの支援  ○校則の見直し  ○体罰や不適切な指導の防止 

○高校中退の予防、高校中退後の支援 

（３）青年期 （おおむね18歳以降からおおむね30歳未満。施策によってはポスト青年期の者も対象とする。） 

○高等教育の修学支援、高等教育の充実  ○就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組 

○結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援 

○悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

３ 子育て当事者への支援に関する重要事項 

子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりすることなく、また、過度な使命感や負担を抱

くことなく、健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合えるようにすることが、こども・若者の健やかな成長のため

に重要である。 

（１）子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

（２）地域子育て支援、家庭教育支援 

（３）共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大 

（４）ひとり親家庭への支援 

１ こども・若者の社会参加・意見反映 

（１）国の政策決定過程へのこども・若者の参加促進    （５）社会参画・意見反映を支える人材の育成 

（２）地方公共団体等における取組促進            （６）若者が主体となって活動する団体等の活動を促進する環境整備 

（３）社会参加や意見表明の機会の充実            （７）こども・若者の社会参画や意見反映に関する調査研究 

（４）多様な声を施策に反映させる工夫 

２ こども施策の共有の基盤となる取組 

（１）「こどもまんなか」の実現に向けたEBPM 

（２）こども・若者、子育て当事者に関わる人材の確保・育成・支援  

（３）地域における包括的な支援体制の構築・強化 

（４）子育てに係る手続・事務負担の軽減、必要な支援を 

必要な人に届けるための情報発信 

（５）こども・若者、子育てにやさしい社会づくりのための意識改革 

３ 施策の推進体制等 

（１）国における推進体制 

（２）数値目標と指標の設定 

（３）自治体こども計画の策定促進、地方公共団体との連携 

（４）国際的な連携・協力 

（５）安定的な財源の確保 

（６）こども基本法附則第２条に基づく検討 
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